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本 White Paper (以下，白書) は，従来までの土木分野におけるインフラに対する考えを改め，

現在の技術革新を基に捉えなおすことで次世代のインフラに対する考え方を検討し，これらに

求められる技術やビジョンの整理紹介を目的とする．本白書が土木インフラ関係者，あるいは

最先端技術を持って土木インフラ分野への参画を考える経営者・技術者を対象とする．現在イ

ンフラへ適用されている技術水準，適用が進められる社会課題，将来社会が到達すべきビジョ

ンを示し，Well-being な社会実現への貢献を目指す． 
 

     Key Words: Digital Twin, Growing up Infrastructure, Faster Society, Paradigm Shift for Infrastructure 
 
 
 

第 0章 はじめに 

 
本来，白書は政府の発行する「政策提案書」である．

民間企業が発行する場合，潜在的な顧客を対象とした現

有技術の適用事例紹介，あるいは社会課題への適用提案，

他社事例を含め整理した報告書の体裁をとる．本白書は

これらの体裁を受けつつ，シンクタンクなどの研究機関

が発行する体裁をとる．すなわち技術テーマにおける

「現状分析」「課題対応」「将来構想」と 3つの時間軸

で構成する．現状分析（第 1章）は現在の政府・民間が

どのようにインフラを捉えなおし，DX・GX・SX に対

応しているかを整理する．既存インフラに対し，AI 技
術，UAV やドローンを含めたセンシング，ビックデー

タ分析などが現状どのように適用されているか，公開情

報を中心として整理する．課題対応（第 2章）は官民問

わずインフラ管理に対しての課題を整理し，どのような

技術開発や規制緩和が進められているかを示す．将来構

想（第 3章）では現状と課題を基に，技術的特異点と予

測される 20～30 年後の社会における「成長するインフ

ラ」を例示し，そのパラダイムシフトに必要な過程を構

想する．本章では特にすべての時間軸に通底する国際的

な動向や国内の取り組みの中でも，データ流通に関連す

る取り組み・技術概念について整理し，高速化する社会

と求められる成長するインフラ，すなわちインフラのデ

ジタルツインを定義する．成長するインフラの概念が時

間と共に拡大し，規制と技術が相克する中で，求められ

る組織の対応を整理することで，高速化する社会で経営

者・技術者が生存するために何が求められるかを示す． 
現代社会はVUCA (Volatility: 変動性，Uncertainty: 不確実

性，Complexity: 複雑性，Ambiguity: 曖昧性)の時代と考え

られている．以前よりこれら時代の特性は存在していた

が，デジタル技術の発展と共に国境を越えた問題がデー

タとして顕在化し，インターネット技術によって瞬時に

拡散することで，より顕著になったと考えられる．社会

の変化がこれら情報の高速移動に対応しようとすると，

社会変化自体が高速化する．高速で移動する物体が外乱

により想定とは異なる軌道を描くことがあるのは，力学
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的には自明である．そこから類推するに，例えばインフ

ラの開発破棄を行う意志決定と合意形成においては，所

要時間中に社会情勢が変化し，インフラが本来の目的を

達成できなくなることを，これまで以上に考慮にいれな

くてはならない．いま高速で変化しつつある社会は，情

報・データの収集・蓄積・移動・活用によってさらに高

速化し，土木分野における従来の観念を置き去りにする．

そして，対応できなかった土木技術者を，新しい技術と

情報を持つ非土木技術者が駆逐することが現実的に生じ

うる．すなわち，高速化する社会では， 
 
・ データが高速大量に収集・蓄積・移動・活用され

るDFFT (Data Free Flow with Trust) が実現する． 
・ そのデータや情報に基づき社会情勢やニーズが多

様となり，また従来の対応速度を超えて変化し，

さらにデータの移動は高速化する． 
・ そのためインフラの必要根拠となる将来予測は，

従来以上に変動し，不確実な，多様複雑で曖昧な

社会を将来に外挿して行う必要が出てくる． 
 

本稿では，これらを高速化する社会の定義とする． 
高速化する社会において，その未来を現在の情報のみ

で確定的に議論することは困難であるが，大きな潮流を

捉えることで方向性を議論することはできる．そこで本

章では，インフラが高速化する社会に対応するために必

要となる機能や特性，すなわちデジタルツインについて，

国内外の法規制や政府の取り組みを整理することで，世

界の潮流と方向性を理解することを目指す． 
 

・国外のデータ取り扱い規制について 
・米国 NIST CyberSecurityFramwork0-1) 

NIST SP800番台の上位概念として，元来重要インフラ

の運用者を対象としたサイバーセキュリティ対策につい

ての枠組みを示したものであったが，改定を経て業種を

問わず管理全体の指針を示す文書となった．2014年に策

定され，2018年の改定ではサプライチェーンのリスク管

理が追加された．サイバーアタックに対し，識別，防御，

検知，対応，復旧の段階を考慮し，攻撃を受けた後の復

旧までを言及している点が挙げられる．デジタルツイン

ないしCyber Phisical System (CPS) についても，セキュリテ

ィの対象とされている．IoT の進展とともに拡大するデ

ジタルツインについて，確実なセキュリティが求められ

るため，本文書に準拠しない企業は米国はもとより，デ

ータを連携する我が国の公共事業に関わる企業・事業に

おいても排除される可能性を有している．我が国でも経

済産業省がCFSと対応したサイバー・フィジカル・セキ

ュリティ―対策フレームワーク(CPFS) 0-2), 0-3)を 2019 年に

提唱している． 

・米国NIST SP 800-53 Rev.5 / B0-4), 0-5) 

米国は機密情報をClassified Information (CI)，機密以外の

重要情報を Controlled Unclassified Information (CUI)として定

義し，本規定は国立標準技術研究所 (NIST)により示され

た CI についての米国政府内情報システムについての技

術適合規格ガイドラインとなる．政府内に対しては強制

力を持つが，米国政府は民間組織においても活用を推奨

している．2006年 3月に発行された FIPS Publication 2000-6)

（連邦政府の情報および連邦政府の情報システムに対す

る最低限のセキュリティ要求事項）は連邦標準規格とし

て強制力を持つ．17 のセキュリティ関連分野にわたり

規定しているが，具体的なセキュリティ管理策を選択・

特定する指針は記載されておらず，具体的な指針を示す

文書として本文書が発行された．個人情報を含むデータ

については，プライバシー保護の根拠となるOECDによ

る Fair Information Practice Principles0-7)（個人情報の公正な運

用についての原則）に基づく．  
Rev.5 が 2020 年に発表され，汎用コンピュータシステ

ム・サイバーフィジカルシステム (CPS)・クラウド・モ

バイルシステム・産業/プロセス制御システム・IoT デバ

イスが保護対象とされた． ISO/IEC27001やCSF等の規格

/ガイドラインとの整合もマッピング等にて示されてい

る．本版から政府を主語とする記載が消え，民間組織の

活用も想定・推奨されている．NIST SP 800-53 Bはベース

ラインを提示している．管理策ベースラインは，採用組

織が条件と環境に応じてシステムの影響レベル (低・

中・高) ごとに 3 つのセキュリティ管理策を示し，取り

決る際のベースラインを提示する目的で定められた．

NIST SP800-53の中から選ばれた管理策の一覧としたもの

で，導入の際の指針となることを期待されている 0-8)． 
 
・米国NIST SP800-171 0-9) 

本規格はCUI保護のため，取り扱い民間企業への遵守

事項とし，読者としてシステム開発ライフサイクル管理

の責任者（例：プログラム管理者，ミッション・ビジネ

スオーナー，情報オーナー・担当者，システム設計者と

開発者，システム・セキュリティ技術者，システムイン

テグレーターなど），取得または調達の責任者（例：契

約担当者など），システム・セキュリティ・リスク管理

および監督の責任者（例：許可責任者，最高情報責任者，

最高情報セキュリティ責任者、システムオーナー、情報

セキュリティ管理者など），セキュリティ評定・監視責

任者（例：監査者，システム評価者，アセッサ（アプレ

イザー），独立検証者・認証者、分析者など）を対象と

している．主に責任者としながらも職種が広いため，該

当しないことが難しいとも指摘されている 0-10)． 
本規格に準拠しない企業とその製品やサービスは，グ

ローバルサプライチェーンから排除される可能性を有し
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ている 0-11)．米国においては電力やガスなどの重要イン

フラ産業，機械，農業など他の産業へも拡大するとされ

ている．EU ないし英国においてもエネルギー，交通，

銀行，金融，ヘルスケア，水道，デジタルの 7分野に該

当する企業が欧州または国際的に受け入れられている標

準・仕様の導入推奨を求める NIS Directive法 0-12)が制定さ

れ，2018年から適用・準拠されている．我が国において

も 2023年から防衛省および防衛装備庁の調達において 5
年の移行期間をおいて，NIST SP800-171 に準ずることを

調達先に求めるとされている．今後防衛産業のみならず

重要インフラやその他産業への適用が考えられる．導入

の際，自組織のCUIを定義し，要求される水準と現状と

のギャップを認識した上での対策が求められる．対策の

立案実装するためにも長期間の準備を要することから，

経営層にはNIST SP 800-171への対応をビジネス戦略や経

営リスク，事業継続計画の中に組み込むという役割が求

められる．例えば，河川分野において IoT 水位計へのア

クセス権限を外部から掌握することで，偽のデータに書

き換える．偽データを基にダムの放流や住民避難の判断

を誤らせることで，テロを行うということも可能になる．

この時，通常のアクセス権限の管理以外にも機器のバッ

クドアを恒常的に調査し対策を行うとともに，被害を受

けた場合の対応策と復旧策の運用についても整理する必

要が出てくる．  
 
・EU General Data Protection Regulation (GDPR)0-13) 

EU 域内における個人情報保護とその取扱いについて

の法令であり，2018 年に施行された．原則として，EU
域外への個人情報の持ち出しを禁じている．ただし，

EU による十分性認定を受けた国家の場合，標準契約条

項等の措置を取らなくとも個人データの移転が民間業者

においても可能になる．ただし，さらに第三国への転送

を行う場合，その十分性認定を受けていない場合，標準

契約条項等の措置を必要とする点に留意する． 
 

・EU AI規制法案 0-14) 

 EU が 2021 年 AI 規制に関する法案 (REGULATION OF 
THE EUROPEAN PARLIAMENT AND OF THE COUNCIL 
LAYING DOWN HARMONISED RULES ON ARTIFICIAL 
INTELLIGENCE (ARTIFICIAL INTELLIGENCE ACT) AND 
AMENDING CERTAIN UNION LEGISLATIVE ACTS) を発

表した．許容できないリスクのあるAIはEUにおけるシ

ステムへの採用やサービス提供を禁止し，その次のレベ

ルであるハイリスク AIには品質管理義務や AI提供者・

利用者に義務が課される．GDPRとの兼ね合いから，EU
で個人情報を含めて学習した AI モデルを日本などの域

外で使用する場合，規制対象になる可能性が考えられる．

ソースコードの開示要求なども挙げられるが，条件付き

での対応が検討されている．ハイリスク AI の対象には

人の生態識別はもとより重要なインフラの管理・運営分

野で利用される場合が例示されている 0-15), 0-16)． 
 
・我が国のデータ取り扱い規制について 
・サイバー・フィジカル・セキュリティ―対策フレーム

ワーク(経済産業省) 0-2), 0-3) 
米国の CFS に対応し，また Information Security 

Management System（ISMS，規格は ISO27001）についても

包含する形で経済産業省が 2019 年に提唱している．

Society 5.0 において実現する社会をフォアキャスト的に

示し，CPS が実現していく社会において，サイバー攻撃

などからどのように社会を守るか，具体例や各国規制の

対応関係等を明らかにしつつ整理している．例えば，重

要インフラのデジタルツインなどサイバー空間へのサイ

バー攻撃によりフィジカル空間に影響を与える場合の他

に，IoT 機器を奪取・改ざんして誤ったデータを送信し，

サイバー空間に攻撃を加える場合等が考慮されている．

サプライチェーン・サイバーセキュリティ・コンソーシ

アム (SC3) を設立 0-17)し，産業界全体での対策に乗り出し

ている（図 0-1）． 

 

図 0-1  SC3 
 
・改正著作権法 

2018年に IoT，ビッグデータ，AIなどに用いる場合，

鑑賞等の目的で利用しない(例えば，学習用途に限定)な
どの一定の場合において，著作物の利用を認める規定が

盛り込まれた．また 2020 年改定において，著作物（画

像や音）の写り込みについての制限が，正当な範囲内で

あれば利用可能に変更となった．これは巡視や点検の際，

写り込みがあったとしても，その権利を侵害しない範囲

であれば学習に使用することは制限を受けない可能性を

示す．他にも，AI の学習に用いるデータの収集，開発

を行う第三者への学習データの提供行為や，ソースコー

ドのリバースエンジニアリング自体，画像から 3DCGを

作成するなどは著作権の権利制限対象となる．ただし，

例えば画像から 3DCGなどを作成する場合，「当該写真

などの著作物の表現上の本質的特徴を感得することがで

きる態様でＣＧ映像が作成されることとなる場合には，

当該ＣＧ映像に含まれる写真などの著作物について，そ
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の視聴等を通じて，視聴者等の知的・精神的欲求を満た

すという効用を得ることに向けた利用がされることが想

定されることから，当該写真などの著作物の当該ＣＧ映

像への複製行為は権利制限の対象とならないものと考え

られる。」0-18)とされる． 
 

・改正個人情報保護法 

2017年の改正により，個人情報に対し特定の個人が識

別できないよう，元となった個人情報を復元できないよ

う加工したものを匿名加工情報とし，個人情報として扱

われない．そのため，本人の同意不要で第三者へのデー

タ提供が可能となる．ただし，完全に個人を識別できず，

復元できない形に加工することに限界がある点が指摘さ

れている．2020年の改正により，仮名加工情報が新設さ

れ，他の情報と照合しない限り識別できない，かつ容易

に照合できないよう個人情報を加工したデータであれば，

個人情報として扱わないことが可能になった．また，

2021年個人情報保護委員会により，複数人の個人情報を

学習データに使用して生成した AI の持つパラメータは

それら個人の対応関係が排斥される限り，個人情報に該

当しないとされているなど，Federated Learning 等の適用

を制限しないように設計されている 0-19)． 
 

・NFTホワイトペーパー（自由民主党）0-20) 

2022年3月に提出され，Web3.0時代を見据えた国家戦

略の策定・推進体制の構築，NFTビジネス発展に必要な

施策，コンテンツホルダーの権利保護に必要な施策，利

用者保護に必要な施策，ブロックチェーンエコシステム

の健全な育成に必要な施策，社会的法益の保護に必要な

施策の 6視点に関し，それぞれ細目を設定し提言を行っ

ている．Web3.0 の対応窓口として大臣を設置する，自

社のガバナンストークンについては保有しているのみの

場合は非課税とする，規制によりイノベーションを萎縮

させないことを意識する等，具体的な提言が多いことが

分かる．発表内容に対し，識者団体より海外・民間人材

の活用と取引を目的としない他社のガバナンストークン

を原則非課税とする，政策スタンスを事前規制型から事

後監視型へ転換することなどが新たに提言されている．

これを取り入れ，暗号資産に関する税制や上場審査，会

計の課題，DAO の環境整備などについて，新たに反映

したホワイトペーパーを作成するとされている．  
 

・アナリシス 
これまでの情報を整理し，高速化する社会における成

長するインフラについて再定義する．まず，高速化する

社会に対応してインフラそのものが変化することは容易

ではないと考えられる．このことから，高速化する社会

における成長するインフラは，デジタルツイン上にある

インフラモデルの解像度が上がることによって，その便

益をより高められるようになることで実現する． 
従来，物理空間上のインフラと計測されたデータは少

量・低次元・低解像度であればデジタルツインとは定義

されなかった．ただし，前提である少量・低次元・低解

像度の基準となる課題に規制による基準がある場合，こ

の解消によってデジタルツインが成立しうる．すなわち

デジタルツインが物理空間とデジタル空間との双子であ

るならば，インフラに関するデータを計測し，両空間を

紐づけする限り，広義のデジタルツインは既に存在して

いるといえる．一方で，狭義のデジタルツインとは，現

在さまざまな取り組みが進められている局所的・限定的

な高解像度のデジタルツインであり，現在我々に認識さ

れつつあるとすると，この両者の間に，現時点で最も実

現可能性の高い「実用的な」インフラのデジタルツイン

があるといえる．この可能性は技術進歩（時間経過）や

規制緩和と共に広義のデジタルツインに移行していくと

考えられる．そのため，デジタルツインの概念とその便

益は，新しい概念を作り出す段階ではなく個々が発展・

活用する段階になりつつあるといえる．すなわち，ファ

ーストペンギンが多大なリスクを取って挑戦して始まる

概念形成する段階ではなく，小さなリスクがあっても果

敢に挑戦する余力・意志のある 2線級のフォロワーが果

実を得る段階に移りつつあるといえ，各国もその環境づ

くりに尽力している．したがって，最良のデジタルツイ

ンとエコシステムを選択するために「選択しない」を選

択し続ける場合，また，リスクを取って先行した組織が

利益の最大化に失敗した場合，今後は後発の大組織や大

資本に追随・淘汰される可能性が高く，リスクのない投

資では間に合わなくなる段階に来ているとも考えられる．

データ収集と分析，基盤となる技術への投資，あるいは

その意志決定やアイディアを有する組織がデジタルツイ

ン時代で利益を最大化できると考えられる．  
イノベーションを起こす組織の誕生を促進する社会環

境には，取集したデータが活用できるエコシステムを形

成可能な規制を設けること，同時に規制の総量自体を減

少させるということが求められる．例えば，AI の学習

データに関わる著作権に関して，学習に用いるデータに

ついては直接的な被害が生じない限り自由な学習が認め

られるなど，我が国は世界的にも先進的な規制を持つ．

このように，権利を適切に制限しながらもイノベーショ

ンを阻害しない規制を設計することは，技術の急速な進

歩に対応しながらも不断のイノベーションが求められる

高速化する社会において，規制と衝突するコストを下げ

るために重要と考えられる．しかし，一部の規制緩和に

とどまるのみで，実態として新技術の導入や他領域・他

地域への適用などが行われていないという課題も存在す

る．例えば，5 年に 1 度の目視点検を義務付けた橋梁定
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期点検は 2014 年から始まり，2019 年から目視に代わる

技術の適用が認められることとなった．2020 年 12 月に

は原則として目視点検を将来的に廃止することとなった

が，2023年 1月段階においても国交省様式の点検調書は

3D モデルへの対応やセンサーによる目視点検なしでの

代替を想定しておらず，実態として途上にある．加えて，

センサーデータによって代替する場合，従来までの 5年
に 1度とする頻度を超える点検が可能となる．これを利

用した点検期間の弾力的な変更などは検討されておらず，

規制緩和を生かした制度設計への再整備が今後求められ

ていくと考えられる． 
規制の総量自体を削減することも同様に必要となる．

急速な技術進歩はさまざまな縦割りや複数の分野を跨い

で課題を解決することを通して進み，社会実装が目指さ

れることとなる．これらイノベーションの種となる取り

組みは同時多発的に発生するため，イノベーションの促

進・継続を求めるならば規制との衝突を確率的に減らせ

るよう，総量の増加を抑える・減らすということが求め

られる．我が国では許認可の数は 2002 年より 2017 年で

1.5 倍に増加しているとされる 0-21)．イノベーションの発

生が確率的であることは自明であり，特定分野に補助金

を付与する，あるいは規制を設定・強化するのみでイノ

ベーションを持続させることは当たる宝くじのみを買い

続けるということであり，現実的でない．そのため，社

会として必要な規制措置を最小限として不断の見直しを

続け，規制に阻まれない可能性を高め続ける環境を設定

することは，インフラのデジタルツインという公共性の

高い空間を活用する上で，極めて重要な取り組みになる． 
 

・ChatGPTを中心としたLLMについての補足 
本白書を執筆中の 2022年 11月OpenAI社からChatGPT

が発表され，急速に LLM を中心とした技術が一般普及

するところとなった．本来，本技術は各章で取り扱う単

なる技術に過ぎないが，各国でChatGPTの取り扱いにつ

いて大きな反響を呼び，さまざまな対応がとられている

ことから，急遽現段階での情報を整理し，本章に記載す

ることとした．急速に自体が変化する中で整理した情報

であるため，現段階での最新情報と異なる点があること

に留意願う． 
 GPT(Generative Pre-trained Transformer)シリーズは1が2018
年，2が 2019年と出るなど発展が著しく，2020年に発表

されたGPT-3はその性能から人が書いた文章と見分けが

つかないため，当初危険性が訴えられるなどした．改良

型のGPT-3.5をベースとしてChatGPTが発表され，APIを
利用することで誰でも安価な費用で利用できることとな

った．さらなる改良型であるGPT-4が発表され，同種の

技術(StableLM，Prometheus)も続々発表されるなど，著し

い進歩は未だ続いている． 

 LLMおよびその APIとしての対話生成型 AIインター

フェースの進歩に対し，各国が規制を含む様々な対応を

示している．好意的な対応もあり，また規制方針が示さ

れた後，調査や対応策の整備と共に対応が変更されるこ

ともある．例えば2023年3月，イタリアではChatGPTが

個人情報を違法に収集している恐れがあるとして，デー

タ保護当局が使用規制方針を示したが，同年 4月末開発

元の OpenAIが改善策を示したとして解除した 0-22)．英国

では 2023年 4月に生成 AIなどに対し，情報保護当局が

8 つの留意点を示した．GDPR を遵守し，データ管理者

が根拠とする法を明確にした上で，リスク評価を求める

ことで法的責任の明確化を試みている 0-23)．米国でも規

制についてのパブリックコメントが実施された 0-24)． 
我が国では DFFT の観点からこれらの LLM ないし

Foundation Model，そして対話生成型AIインターフェース

の利用に対し，国家として規制するだけでなく，情報の

取り扱いに関する整備が進めば，イノベーションを阻害

しないよう活用を行うとしている．OpenAI の CEO と岸

田総理がG7首脳として初めて面会し 0-25)，日本語データ

の学習強化をはじめとしたさまざまな提案が CEO から

なされている．ただし，地方においては2023年4月神奈

川県横須賀市が試験運用を始める一方，同年同月鳥取県

は県庁業務での使用を禁止している 0-26)． 
 各国の対応を鑑みるに，個人情報保護についての懸念

から規制が検討されている．民間においても企業内での

利用方針が整備されるなどしており，今後利用者が増加

し課題が解決される過程で，規制は徐々に最適化されて

いくと考えられる．この試行過程において，大局的視点

ではイノベーションを阻害しない最適な規制とエコシス

テムの形成に向けての様々な変化に注意し，局所的な視

点としては試行を繰り返すことで知見を蓄積することが

求められる．したがって，ChatGPT の出現は要素技術と

して本章で示した方向性についてはおおむね誤っておら

ず，むしろその加速が期待・懸念されると考えられる． 
 
・提言 
社会環境に合わせて，あるいは先行して，企業を含む

組織や既存システムの近代化は成長するインフラの果実

を利用・最大化するために必要となる．ここでは，

DAO 概念をインフラ管理に適用する場合について考え

る．例えば地方自治体が管理する 1 橋梁について DAO
を設立し，自治体予算を根拠にガバナンストークン・通

常トークンを発行する．ガバナンストークンは周辺住民

や主な利用者に対して譲渡・販売する．通常トークンは

ガバナンストークンの保有対象者以外にも販売し，その

収益を維持管理費に充てるとする．その他トークン保有

者によって運営される DAO 内で補修や廃棄などについ

て議論・発注し，必要に応じてトークンの発行や売買を
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実施する．ガバナンストークンは DAO を運営する上で

優先権を与える，トークンに付随する評決権の重みを変

更するなどして，現実世界においてより密接な関係者の

意見を取り入れながら，通常トークンとの発行数との兼

ね合いを考慮して 1橋梁当たりの経済価値を直接評価す

ることで，その価値を高めることができると考えられる．

このようなテクノロジーを活用した新たな土木産業は十

分な余地を有している． 
 道路や橋梁，ダムや堤防などのインフラ性能が高まる

とともに人類社会は発展してきた．より多くの人々が受

益者となるように計画し，B/C の良いインフラを建設す

ることで，長期間そのインフラから便益を享受できた．

現在，多様な価値観を持ち，目まぐるしく変化し，その

対応を求める高速化する社会は，未来において，VUCA
の特性がさらに激しくなる．この時，従来のインフラ建

設・管理は本来果たすべき役割に加え，自らの状態につ

いてデータを示し，価値を高め，管理・修繕費用を捻出

することさえ求められる．データを収集 (Digitization) し，

分析 (Digitalization) し，活用 (Digital transformation) するエコ

システムを構築するには，まずデータを集める意義を共

有し，例外なくすべてをデータ化すること，そのデータ

を分析活用可能とするデジタルツインな手段について試

行し続けること，データとその分析結果を社会で共有し，

イノベーションによって活用先を作り出し続けることが

求められる．このサイクルは従来の土木技術のみならず，

他分野との共同によって高速化すると考えられる． 
データと共に成長するインフラは未来社会において，

土木技術者とデータサイエンティストの垣根を越えて

CPS 上で管理される．この時，より多くのデータを処理

し，付加価値を高めるプレイヤーは，デジタルツインを

構築活用するサイクルに習熟する組織であり，個々に優

れた技術者が目的の応じて機動的に働くことのできる組

織である．この習熟度と組織風土は，適用できない組織

を「多様でない組織」と判断することを可能とし，高速

化する社会の変化速度を超える速度での変革を現在の組

織に要求する．土木技術者の経験はデータによって置き

換わり，唯一性は消失する．しかし，より多くの人々が

受益者となるように計画し，経済的な意味だけでない

B/C の良いインフラを建設して社会に貢献する意志と組

織力は未来社会においても求められうる．このような未

来社会においても現在の土木技術者たちが活躍するため

に，DX の 3 ステップである Digitization，Digitalization，
Digital transformationを進めること，また非土木技術者の参

画を促してイノベーションを引き起こすことが求められ

る． 
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第 1章 現段階での技術的取り組みと課題 

・技術的取り組みについてのレビュー 
インフラ分野が直面している，あるいは，今後直面す

るであろう課題について議論した文書は膨大である

（e.g., 国土交通省 1-1), 1-2)，土木学会 1-3)，建設コンサルタン

ツ協会1-4)）．これらの文書で取り上げられる課題は，大

きく分けて以下の 3 つに集約される： 
i) 土木インフラの持続可能性担保， 
ii) 土木インフラの機能高度化， 
iii) 労働環境の改善． 

上記の課題を解決してゆく上では，デジタル技術の活用

が不可欠になる．以下では，上記の課題に対する状況を

整理し，土木インフラの維持管理などの仕組みにおいて

デジタルが求められる根拠を提示する．  
i) 土木インフラの持続可能性の担保とは，住民が安心

してインフラを利用できる環境を将来にわたって維持す

ることと定義する．限られた予算の中で土木インフラへ

と投資することの重要性を，社会全体として再認識する

必要があると考えられる今，例えば World economic fo-
rum1-5) は，インフラ分野におけるデジタル転換が他の産

業分野と比較して遅れていることを指摘し，デジタル技

術の導入を促す新たなビジネスモデルを構築する必要が

あると主張している．前提として，インフラをあって当

然のものとする意識を変え，自然環境や人間と同様に，

生態系を構成する要素のひとつとして捉えなおすことが

有効であると述べている． 
ii) 土木インフラの機能の高度化とは，デジタル技術の

活用によって土木インフラに様々な機能を付与すること

と定義する．前提として，デジタル技術の発展に適応す

る形で，インフラ整備・維持管理の仕組みを改良するこ

とが求められる．例えば，交通インフラにとって自動運

転への適応は大きな課題である．内閣官房は，官民 ITS 
構想・ロードマップ 20201-6) において，2025 年には高速道

路でのレベル 4 自動運転システムを搭載した自動車が市

場化される見込みとしている．自動運転社会を見据え，

NEXCO 東日本 1-7)は，今後の高速道路に求められる機能

について議論しており，安全性のように基本的な目標と

なる機能から，エンターテインメント性のように今後の

新しい目標となる機能までを段階的に設定している． 
同様に，種々のデジタルデータを介して土木インフラ

の機能を評価し，その整備効果を社会全体に示してゆく

ことが求められる．従来のインフラ整備においては，限

られたデータの中で，技術者による判断に基づき，単一

機能の最大化を図ってきた．しかし，機能を高度化する

ためには，単一機能への特化を前提とした整備だけでな

く，より多様な機能を付与することも必要となる．加え

て，インフラの価値を客観的な指標で正しく評価し，整

備効果を客観的に説明することが求められる．例えば，

インフラ整備による付加価値額の変化などの顕在化して

いないストック効果を，空間的応用一般均衡モデル

（SCGE モデル）を用いて評価するため，前提として統

計データを拡充することの必要性が示されている 1-8), 1-9)． 
iii) 労働環境の改善においては，デジタル転換を通し

て，インフラ分野を生産性の向上と人的負担の軽減を両

立した産業へと発展させてゆくことが求められる．国土

交通省 1-10)は，インフラ分野における DX (Digital Transfor-
mation) を推進する上でのアクションプランを示している．

特に，行政手続きのデジタル化，情報の高度利用，現場

作業の遠隔化を重視している．経済産業省 1-11) は，産業

全体としての DX を実現する上で，個々の企業が取り組

むべき課題や対応策を示している．具体的に，digitization
（i.e., 紙文書のデジタルデータ化），digitalization（i.e., 個
別業務・個別プロセスのデジタル化），digital transfor-
mation（i.e., 業務・プロセスの組織横断的なデジタル化）

という 3 段階のデジタル転換が必要としている． 
情報通信分野においても，情報通信技術の発展がイン

フラ分野にもたらす影響について言及されている（e.g., 
総務省 1-12)，KDDI1-13)，NEC1-14)，情報通信研究機構 1-15)）．

情報通信分野から見たインフラ分野への貢献として，

ICT によるインフラ整備・維持管理の省力化が挙げられ

ている．ロボティクス技術による重作業の省人化・無人

化や，センサー技術によるインフラモニタリングの高度

化が注目されている．長期的な視点では，ロボティクス

技術やセンサー技術はフィジカル空間とサイバー空間と

が情報通信基盤によって密接に接続される CPS (Cyber 
Physical System) 社会において，両空間の間でデータを送

受信するために不可欠な技術になると考えられる． 
建設業務に関わるデジタル技術の事例 1-16) や日本建設

連合会の提案 1-17) が挙げられ，実用化段階のデジタル技

術が網羅的に紹介されている．本章では各技術領域が例

えば 3年後におけるインフラ分野のデジタル転換をどの

ように支えるか，近年の研究開発動向を交えて整理する．

加えて，デジタル技術によって実現しえるインフラ整

備・維持管理のシステムを構想した上で，その実現に向

けて解決しなければならない技術面および制度面での課

題を示す． 
まず，インフラ整備・維持管理について，今後の在り

方を体系的に提案した報告として，三菱総合研究所によ

るインターストラクチャー構想 1-18) や，NTT による 
IOWN 構想 1-19)などが挙げられるが，本章ではこれらス

テークホルダーによる構想を鑑み，前述の三課題を払拭

した次世代のインフラ整備・維持管理の在り方として

「成長するインフラ」を構想する．「成長するインフラ」

はインフラのデジタルツインと考え，実現に向けて，今

具体的にどの技術および制度が必要となるかを整理する．  
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・デジタル転換の基盤となる技術領域 
産業全体のデジタル転換を実現するための基盤となる

技術領域を概観する．特に，社会的背景とインフラ分野

におけるニーズを整理し，各々の技術領域における研究

開発の必要根拠を提示する． 
本章で想定する技術領域を図 1-1 に示す．すなわち，

本章では前述の 3課題解決のため，デジタルデータ，デ

ジタルツール，自動化技術という 3 つの技術領域におけ

る研究開発を基盤とし，それらを連携させることによっ

てデジタル転換が実現するという構図を想定する．なお，

図中に記載されている構成要素は，インフラ分野におい

て有用になると考えられる技術例を示している． 

 
図 1-1 デジタル転換の基盤となる技術領域 

 
・デジタルデータ（ICT政策とのかかわり） 
デジタルデータは一般に，計算機で処理可能な数値デ

ータのことを指す．PC やスマートフォンをはじめとす

る ICTデバイスの普及により，生活様式に関する多様な

デジタルデータが取得可能となりつつある（e.g., 携帯電

話基地局データ，GPS データ，Wi-Fi アクセスポイント

データ，交通系 IC カードデータ）．スマートウォッチ

をはじめとする体に装着できる IoT デバイス（i.e., ウェア

ラブルデバイス）も普及し始めており，心身に関するデ

ータ収集も可能となってきている 1-20)．今後，このよう

なデジタルデータの蓄積・共有が進むことで，データ活

用を前提とした産業構造への変革が起こると考えられて

いる 1-21)．そのため，企業にとっては競争力の強化に向

け，データ活用を通した付加価値の創出や，デジタル人

材の確保が急務となっている．近年の ICT 政策において

も，持続的な経済成長に向けて，データ活用の推進を念

頭に置いたものが多くを占めている． 
2023 年現在，わが国の ICT 政策においては，デジタル

庁の指揮する，デジタル社会の実現に向けた重点計画 1-

22) が根幹をなす．「誰一人取り残されないデジタル社会」

の実現に向けた行動指針を提示し，具体的な戦略として，

デジタル田園都市国家構想総合戦略 1-23)や包括的データ

戦略 1-24)が位置づけられる． 

デジタル田園都市国家構想総合戦略 は，「全国どこ

でも誰もが便利で快適に暮らせる社会」の実現に向けた

取組みを提示した．従来の地方創生を引き継ぎ，地域に

おける仕事を創出する，地方への人の流れの創出する取

組みを加速するとしている．その中で，各地域の事情に

即したデータ連携基盤を始めとするデジタルインフラを

構築するとしている．この総合戦略に紐づくデジタル田

園都市国家インフラ整備計画 1-25) においては，光ファイ

バー，5G，データセンター，海底ケーブルなどのデジ

タルインフラの整備計画についても提示している． 
包括的データ戦略は，「信頼と公益性の確保を通して

データを安心して効率的に使える仕組みを構築するとと

もに，世界からもわが国のデータやその生成・流通のあ

り方に対する信頼を確保し，世界でわが国のデータを安

心して活用でき，また，世界のデータをわが国に安心し

て預けてもらえる社会」の実現に向けた取組みを提示し，

デジタルツインの実現，人間中心のデータ利活用，新た

な価値の創出を図るとしている． 
わが国の ICT 政策における目指すべき未来社会の共通

認識として，Society 5.0 や Connected Industries などが打ち出

されている．Society 5.0 とは，サイバー空間とフィジカ

ル空間とを高度に融合させたシステムにより，経済発展

と社会課題の解決を両立する人間中心の社会のことを指

す．日本経済団体連合会 1-26)は，Society 5.0 の実現に向け

て，必要なデータが入手できること，必要なデータが使

えること，データビジネスが持続的に成立すること，そ

れが社会に受け入れられることが必要であると述べてい

る．一方，Connected Industries とは，多種多様なデータを

介して機械，技術，人が繋がることによって付加価値を

創出してゆく産業社会のことを指す．経済産業省 1-27) は，

Connected Industries の実現に向けて，データ活用を行う目

的・方針の明確化と，その目的・方針を実行するための

支援とが必要であると述べている． 
科学技術・イノベーション基本計画 1-28)は，2030 年を

見据え，今後 5 年間で政府が Society 5.0 の実現に向けて

行うべき科学技術・イノベーション政策を提示したもの

である．国民の安全と安心を確保する持続可能で強靱な

社会への変革，知のフロンティアを開拓し価値創造の源

泉となる研究力の強化，well-being と課題への挑戦を実現

する教育と人材の育成を図ることとしている．その中で，

サイバー空間とフィジカル空間とが好循環を生み出す社

会を目指し，安心してデータや AI を活用できるように

するとともに，国内システムの改革に取り組むことが優

先事項であるとしている． 
データ活用の裾野を広げてゆく上で，デジタル人材の

育成を図る取組みはとりわけ重要になるものと考えられ

る．例えば総務省は，地方公共団体におけるデータ利活

用ガイドブック 1-29)を公開するなど，データ活用の啓発
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に注力するなどとしている．デジタル庁の取り組みを中

心に，近年のわが国が取り組む ICT 政策全般において，

デジタルデータの収集・共有，特に活用可能であること

が重視されているとことが分かる．  
 

・デジタルデータ（インフラ分野における活用） 
インフラ分野おける活用が見込まれるデータとして，

i) 3 次元形状データ，ii) 数値データ，iii) 画像データが挙

げられ，デジタルデータの形で収集・蓄積してゆくこと

が望まれる．以下では，現状の標準的な収集アプローチ

を概観する． 
i) 3 次元形状データとは，橋梁やダムなどの土木構造

物の 3 次元形状，すなわち，x 軸・y 軸・z 軸の座標値を

計測したデータのことを指す．3 次元形状データは，3
次元モデルを作成するソースデータとなる．データの構

築方法として，レーザーやドローン空撮画像などから構

築 (SfM: Structure from Motion)する，あるいは図面や

BIM/CIM データから構築する方法が挙げられる．3 次元

モデルは視覚的に構造を確認できることから，情報共有

と事後の確認を容易にできると考えられている．また，

点群で表され，相対関係によって定義されるため，基準

となる実際の長さや地球上での座標位置を入力すること

でフィジカル空間とデジタル空間を紐づけるデジタルツ

インを構築することができる．センサやカメラ等で得ら

れた物理データや画像データを座標位置に基づいて追

加・紐づけすることでモデルの解像度を高めたり，紐づ

けられたデータを基に数値計算で状態を推定したりでき

ると考えられている． 
ii) 数値データとは，例えばセンサーで得られた加速度

等の力学的な情報を持ったデータや，車両交通量や旅行

速度を計測した道路交通データなども含まれる．目視，

トラフィックカウンター，プローブカーデータ，カメラ

映像の AI 解析などで計測され，国土交通省では道路交

通センサスにおいて目視による計測を廃止し，CCTV 映
像の AI 解析などへ移行するとしている 1-30)．同様に，人

の通過・滞留や移動履歴を計測値および計測値をもとに

推計・加工した人流データもある 1-31)．スマートフォン

などの位置情報（基地局データ，GPS ，Wi-Fi アクセス

ポイント等），レーザーやカメラ映像による計測が考え

られる．スマートフォンを用いる場合，移動軌跡データ

は取得できないが，出発地と到着地のデータ（OD デー

タ）を取得し，契約時の情報などから性別や年代等属性

情報を取得できる場合が多い．Wi-Fi アクセスポイント

や Bluetooth 等発信電波をもとに位置情報を推計する場合，

レーザーおよびカメラ映像による計測と同距離の移動を

対象としており，Wi-Fi パケットセンサーやビーコンを

設置して取得する．にぎわいや施設の利用状況を評価す

るなどへの活用が期待されている． 

iii) 画像データはカメラで得られたデータで，AI によ

る活用が目覚ましい．監視カメラやCCTVカメラなど固

定カメラや，ドローンやスマートフォンで撮影するカメ

ラでデータを取得する．固定カメラでは決まった画角の

中で多様な画像データを蓄積し，異常を検知する．ドロ

ーン等で撮影する場合，背景が異なることため，AI の
学習用データを十分に得ることは困難だが，広範囲の情

報を収集することが可能になる．画像データは蓄積に大

きなデータ容量を求めるが，交通量のように数値化する

ことで実用上の負荷を減らす，あるいは AI の進歩に伴

って再利用することで付加価値を高めることが期待され

ている． 
デジタルデータの取得における課題として，現状では

計測機器の設置コストが高いこと，計測基準が決まって

いないこと，既存データの多くが依然として図面や書類

によって管理されていること，目的とするデータの入手

および加工に膨大な労力を要すること，非公開となるデ

ータが多く網羅的なデータが入手できないことなどが指

摘されている 1-38)．従って，活用するに十分な量・品質

のデータが収集・共有されているとはいえない．インフ

ラ分野におけるデジタルデータの活用を推進する上で，

データ収集の高速化・高精度化，データ共有の円滑化・

リアルタイム化が求められることからデータ共有の高度

化に関する近年の研究においては，サイバー空間上のデ

ータベースとも言えるデジタルツインに情報を格納し，

必要に応じて目的のデータを抽出する方法が検討されて

いる 1-32) 
 

・デジタルツール 
デジタルツールは一般にデジタル技術により業務を管

理・支援するアプリケーションのことを指す．経済産業

省はDX推進にあたり ，データとデジタル技術を活用し

て業務そのものや組織，プロセス，企業文化，風土を変

革するとともに，競争上の優位性を確立する必要がある

としている 1-33)．業務効率化や生産性向上，コスト削減，

ペーパーレス化などの課題を解決しえるデジタルツール

の普及が求められており，デジタルツールの導入は従事

者にデジタル転換の有効性を周知する上で効果的とされ，

実際にデジタル技術を体感してもらうことは，DX の推

進において重要なプロセスと考えられている． 
既に一般で普及しているデジタルツールとして，ビジ

ネスチャット (e.g., Slack) や Web 会議システム (e.g., Zoom, 
Google Meets) などが挙げられる．業務効率化を支援する

クラウドシステムや管理ソフトウェアも普及し始めてお

り，例えばバックオフィス業務の自動化を目的とした

RPA ツール (e.g.,WinActor) や，データ分析・可視化によ

る業務改善を目的とした BI ツール (e.g., Microsoft Power BI) 
などが挙げられる． 
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インフラ分野においては，i-Construction1-34)の推進を背

景に，デジタルツールの積極的活用が進められている．

例えば日本建設連合会 1-35)は，インフラ分野にとって有

用性が高いデジタルツールを整理している． i-
Construction に伴うインフラ分野のデジタル転換の嚆矢と

して，BIM/CIM の導入が原則として義務付けられ，設

計・施工・維持管理の各段階において 3次元モデルを活

用することとされる一方，3 次元モデルの作成にかかる

作業コストの高さが BIM/CIM 普及を阻害する要因とな

っており，後述の自動設計や AI 活用が期待されている． 
 

・自動化技術 
RPA によるパソコン操作の自動化や，API によるデー

タ連携の自動化が実用化段階にあり，あらゆる産業分野

において業務の自動化が進みつつある．一方で，インフ

ラ分野においては，業務の自動化は困難であるとされて

きた．インフラ分野における業務を i) 設計，ii) 施工，iii)
維持管理という 3 段階の過程に大きく分けて考えると，

設計においては現場ごとの単品受注生産という生産方式

が，施工においては屋外現場での集約型労働という労働

環境が，維持管理 においては技術者による専門知識や

経験に基づく判断の必要性が，それぞれ業務の自動化に

おける制約となってきた．しかし近年，労働生産性の向

上や人手不足の解消が喫緊の課題として認識される中で，

そうした課題をデジタル技術の恩恵によって解決する取

組みがなされている．  
i) 設計における自動化技術として，パラメトリックデ

ザインが挙げられる． CAD ソフトウェアにおいて，地

形条件や躯体寸法などを入力変数として，3 次元モデル

を自動作成する．あらかじめ用意されている構造物のテ

ンプレート（i.e., パラメトリックモデル）の中から作成

したいモデルを選択し，寸法情報を入力することで，そ

の情報が反映された 3 次元モデルを自動作成する．パラ

メトリックモデルは自動化・省力化に有用とされるが，

異なるソフトウェア間でのデータの受渡しなど基準化の

観点で課題が残されている 1-36)． 
ii) 施工における自動化技術として，ICT 建機による自

動施工が挙げられる．センサーや制御装置が装着された

建機に対し，事前に作成した作業データに基づいて自動

的に指示を送ることによって 1 人の作業員で複数の建機

を制御する 1-37)．今後，高速・大容量通信 (5G/6G) を使用

して建設現場の映像を送受信することにより，遠隔地か

らの制御も可能になると考えられる．無人化・自動化へ

の移行が進み，遠隔型・非接触型の働き方が可能となれ

ば，労働環境の是正だけでなく，感染症対策などの社会

情勢への適応という観点でも有効となると考えられる． 
iii) 維持管理における自動化技術として，センサーに

よって計測されたデータを対象とした AI による分析が

挙げられる．従来は技術者が限られたデータと経験に基

づいて行ってきた操作や判断を，ドローンを含むセンサ

ーで収集した大量のデータを学習させた AI によって代

替させる．画像解析に基づくコンクリートのひび割れ検

出や，時系列予測に基づくダムの自動制御などが実用段

階にある 1-38)． 
また，UAV をはじめとする小型モビリティによる 3D

モデリングおよび自動点検も注目されている．小型モビ

リティに 3D センシング機器を搭載し，作業員は地上に

居たままで点群データを計測する．特に，LiDAR (Light 
Detection And Ranging) は小型化が進んでおり，小型モビリ

ティと組み合わせて，データ計測における省力化手段と

して注目されている．地上を移動しながら作業する従来

の測量手法に比べて効率的であり，人による点検に危険

が伴う，あるいは点検が困難なダムなどの巨大構造物に

対しても有効とされる． 
 

・デジタルツイン 
デジタルツインとは，物理空間の環境や物体をデジタ

ルな空間に複製したモデルのことを指す．総務省 1-39)で

は特に，フィジカル（物理）空間とサイバー（デジタル）

空間との間でのリアルタイムな情報交換によって現状分

析や将来予測を行うことができる動的なモデルのことを

デジタルツインと定義している．現状では，フィジカル

空間とサイバー空間との間での情報交換が無い静的なモ

デルも含める場合が多く，構造解析や流体解析において

用いられる CAE もデジタルツインの一種だと言える． 
デジタルツインはこれまで，工場内の生産ラインなど

小規模なシステムのモデル化・シミュレーションにおい

て適用されてきた．一方で，土木インフラを含む都市ネ

ットワークなど，より大規模かつ複雑なシステムに対し

てデジタルツインの考え方を適用するためには，フィジ

カル空間におけるシステム全体の状態をリアルタイム，

あるいは高い頻度で観測し続けるための計測技術が必要

とされる．大規模な土木インフラを扱うリアルタイム性

の高いデジタルツインを実現する上では，特にフィジカ

ル空間におけるデータ収集を高速化・高精度化するため

の計測技術，フィジカル空間とサイバー空間との間での

データ伝送を円滑化するための通信技術，サイバー空間

における将来予測シミュレーションを精緻化するための

数理モデリング技術が必要と考えられる．これらの技術

を通して，フィジカル空間とサイバー空間との連携を高

速化してゆくことが求められる． 
既に公開されている大規模なデジタルツインの構想と

して，NVIDIAの Omniverse，NTTの IOWN，国土交通省

のPLATEAU，内閣府のRESUSなどが挙げられる．また，

デジタルツインを構築するためのソフトウェアとして，

ダッソー・システムズの 3DEXPERIENCity などが商用化
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されている．デジタルツインの活用方法として，計測・

数値計算によって得られたデータを双方向で活用する方

法が検討されており，例えば 3 次元モデルデータの作成

や景観検討において，構造物の色や質感などを再現する

ことができる (Real to Digital)．また，実際に現場で設計し

た構造物などの収まり具合や，現実での修正方法をシミ

ュレーションし，最適な手法を選択できる (Digital to Real)． 
 

・アナリシス 
・2025年における成長するインフラの定義 
近年の研究開発の動向を鑑み，解決され始めた課題を

整理する．また，次世代の土木インフラの姿を現状から

構想し，実現に向けて今後解決を要する課題を明らかに

する．例えば，バスやタクシーが自動運転化すると，運

転手一人当たりの生産性が向上する．運賃抑制が可能に

なり，公共交通機関の運行エリア・時間帯・頻度などの

利便性を向上する余力が生まれる．古いインフラを新し

いインフラに徒に置き換えていくのではなく，既存イン

フラを様々な技術や使い方の工夫によって最大限に活用

しながらも，ニーズに対する合理的な解を導き出すこと

で，人口減少・超高齢化社会においても持続可能な経済

成長を支えるインフラとして再設計する必要がある．そ

こで，現段階でのデジタル技術を取り込むことで実現し

える土木インフラを，本時間軸における「成長するイン

フラ」と定義する．これはすでに実現している，あるい

は，短期間のうちに将来的に実現しえる技術を前提とす

る点に留意する． 
今から数年間で起こりうるデジタルツインの構築と活

用について考察し，今求められる取り組みについて整

理・提案する．例えば2024--2027年の期間で，PLATEAU
は全国 500都市で整備され，都市部での局所的な狭義の

デジタルツインが確立し，初期段階においては研究や行

政で使用される．デジタルツイン上でのシミュレーショ

ンを行った資料や研究が蓄積され，効率化やスピンアウ

ト起業が発生する．ただし，端末スペックの制限や利用

法が確立されていないため，一般市民はまだその利益を

感じられず，広くオープンにデータを共有できる環境も

確立していない．都市部や工場では IoT 機器を介して，

フィジカル空間とサイバー空間のつながりが強まり，一

体化が進む．この段階における成長するインフラの条件

とは， データ収集・共有， サイバー空間での演算， 演
算結果に基づいた意思決定， フィジカル空間へのフィ

ードバックからなる Cyber Physical System (CPS) が試行され，

その機能がバージョンアップ可能な土木インフラである

ことと定義する． 
 

・2025年における成長するインフラの機能 
この段階での成長するインフラとは，具体的には， 

i)   データ収集・共有， 
ii)  サイバー空間での演算， 
iii) 演算に基づいた意思決定， 
iv) フィジカル空間へのフィードバック 

からなるCyber Physical System (CPS) が高速で循環し，その

機能がバージョンアップされ続ける土木インフラを指す

こととする． 
i) データ収集とは，土木インフラの新設・更新を検討

する上で必要となるあらゆるデータを収集する過程とな

る．センサーの高精度・高感度・ロバスト化やドローン

やロボットによる計測自動化を通して，データが従来よ

りも高速かつ高精度で収集されるようになる．民間企業

から研究者に至るまで，デジタルツイン上に集約された

データにアクセスし，土木インフラに関わる様々な演算

を実施できるようになる．一般市民においても，一部土

木インフラの状態やリアルタイムの利用状況を，アプリ

ケーションなどを通して把握できるようになる． 
ii) サイバー空間での演算とは，土木インフラに関わる

様々な将来予測をデジタルツイン上で行う過程となる．

デジタルツイン上に蓄積された大量のデータによってデ

ータ駆動型アプローチの精度が飛躍的に向上し，これま

で以上に理論駆動型アプローチを補強してゆく．継続的

に収集されるデータを追加することで予測精度を高め，

また新たな分析を行うなど，既存のデジタルツインが付

加価値を高めることができるようになる．AI が進歩す

ることでデータ整理や説明が改善され，また知見を得る

だけでなく，新たな分析手法が提案されるようになる． 
iii) 演算に基づいた意思決定とは，デジタルツイン上

での将来予測の結果をもとに，土木インフラの新設・更

新の必要根拠を提示する過程となる．共有されたデータ

をもとに議論がなされるため，真に必要とされる整備計

画が，社会全体でのより公正な意思決定を経て採択され

るようになる．AI は情報提供や文章作成等によって意

志決定を補助し，使用者が AI の誤りに注意しながら活

用することで，効率的かつ合理的な議論を進めることが

可能となる． 
iv) フィジカル空間へのフィードバックとは，上記 i)–

iii) を経て決定した土木インフラの新設・更新を実行に

移す過程となる．設計・施工・維持管理にかかる様々な

作業は，デジタル技術を活用した自動化を通して，人的

負担を最小限に抑えながら，従来よりも高速かつ安全に

完了する．この過程で得られたデジタルツインからの出

力との齟齬はデータ化され，デジタルツインに反映され

る． 
上記にそれぞれ示される過程を内包する「成長するイ

ンフラ」を構築する上では，デジタルデータ・デジタル

ツール・自動化技術など，インフラ分野におけるさまざ

まなデジタル化が前提条件となる． 



 

 12

・成長するインフラのユースケース 
莫大なデジタルデータ，洗練されたデジタルツールに

加え，安価で堅牢な自動化技術により，データの効率的

な収集・分析が可能となれば，インフラの維持管理にお

いて「実用的なデジタルツイン」を構築・活用できる．

今後，3D 都市モデルデータや 3D 点群データをオープン

データとして公開が進められると考えられ，公開したデ

ータをいかにして更新していくかが課題となる．特に，

デジタルツインにおいてリアルタイム性の高い人流デー

タ等を扱う場合は，基盤となる 3D データについても更

新頻度の高さが求められる．また，災害などによる突発

的な変化に対しても，ドローン等を活用して信頼性の高

いデータを迅速に提供することが求められる． 
ドローン (DamLook, GoganGo) やセンサー（車載センサ

ー橋梁スクリーニング，TRAVIC），デジタルツール (i-
MASTER) などの基盤技術の統合・相互転用は，技術進

歩や事業強化においては極めて重要となる．ただし，そ

うしたオープンイノベーションに向けた課題は多い．例

えば，建機の自動化において，それぞれの制御ソフトの

詳細は公開されておらず，他社とのデータ連携が極めて

困難であり，また制御ソフトの公開やデータ連携に理解

を示す企業自体も少ないことが指摘されている 1-40)． 
物理モデルを組み合わせた複雑な処理が可能な AI シ

ステム (GNN，PINNs等) の開発・検証，エッジ化や量子

コンピューターを代表とする計算効率化，モデル評価手

法の開発やデータの標準化は，土木分野に留まらず社会

全体の課題への対応や商業ベースでの普及および信頼性

の向上にそれぞれ求められる．例えば，深層学習におい

ては，複雑なシステムになるほど多くの学習データが必

要となるが，とりわけ土木分野において，信頼性の高い

データの不足が課題となっている．理由として，土木構

造物は一般に一品生産物であるため，工場製品と比べて

個体差が大きく，データの網羅性が低いことが指摘され

ている 1-38)．センサの計測コスト（特に設置コスト）も

一般的に高価であり，計測手法や計測位置は技術者の裁

量により定められ，同種のデータが揃わないことが多い．

また，管理者の意向により非公表となるデータが多いこ

とや，対策予算の都合など，様々な事情によりデータが

操作され得ることも課題である．さらに，実現象を再現

するための実験が必然的に大規模となり，コストが大き

くなることも問題となっている．ただし，こうした課題

はデータの蓄積と電力当たりの計算能力向上，技術の洗

練によって加速度的に解決されると考えられる． 
データが蓄積され続ける社会においては，そのデータ

に付加価値を与えるとともに，持続的なイノベーション

を可能とするような工学系人材と情報系人材との融合人

材を育成することが求められることが予想される．従来

より続く，両分野における技術者間の情報共有を通した

技術進歩に加え，進歩を前提とした新世代人材の特性を

生かすことが求められる．融合人材の訓練にあたって，

特に研究開発部門においては，OJTだけでなく，Problem 
Based Learningに基づく分野融合型の課題を解決する経験

が有効であると考えられており，現在さまざまな組織で

検討が進められている． 
 

・提言 
現在から 3年後を見据えた技術分析から，技術は規制

をはじめとする外的な要因に衝突するまで進歩し続ける

ものと考えられる．あるいは，橋梁定期点検における目

視点検の原則廃止やドローン自律飛行の一部解禁のよう

に，部分的な規制緩和と前後しながら進歩してゆくもの

と考えられる．従って，成長するインフラの実現に向け

て，国内外の動向を考慮しながら現段階で実現可能なデ

ジタルツインを積極的に構築してゆくことで課題を洗い

出し，その過程で得られた技術を統合・応用して事業化

すること，あるいは，人材育成を進め，組織・技術者の

コンピテンシーを強化することが望ましいといえる．ま

たこの時，従来のアナログ効用にとらわれず，データに

基づきデジタル技術の効用を最大化することが重要とな

る点に留意する． 
現時点で既に存在する課題としては，データの不足，

依然としたデータ計測における経済的・人的コストの過

多，データベースの乱立，データ共有のリスクと利益と

のトレードオフ，モビリティ・ドローン等の自律運転の

商用ベース化，3 次元データ利用の一般化などが挙げら

れる．また，より学術的な課題としては，目的関数が不

確かな問題に対する AI の利用方法の確立，物理モデ

ル・理論モデルの拡充，シミュレーションに基づいた意

志決定手法の確立，データ駆動型の便益評価サイクルの

高速化などが挙げられる． 
これらの課題に対応し，規制等の外的要因が徐々に解

決される時期としては，2035年前後になるものと想定し

ている．次章では，現段階で課題対応が始まっている事

例を整理する． 
 

第 2章  デジタルツインの接続と成長 

社会インフラはその位置・機能が固定され，維持管理

に時間・費用が掛かり，破棄することも困難である．国

の土台となる社会インフラは安定のほか，時代や技術の

変化とともに，より大きな・新しい役割を求められてき

た．将来，最終的には道路や橋梁等既存インフラの必

要・存続可否に関する検討に至ると考えられる．そこで

インフラとして現在求められている機能の本質を見定め，

これからの社会インフラの在り方を問うことで，従来の

インフラに求められる役割とその獲得可否を示す．本章
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では，ハードである社会インフラとデータ化・デジタル

というソフトについて，現在の技術革新を整理し，より

長期的な技術進歩を考慮したインフラ概念の再検討する．

現在適用が進められるサービスや各ステークホルダーの

ビジョンを整理し，現時点から中長期（10 年前後）で

の課題や前章の最後に上げられた課題を含め，分析と提

案を行う． 
 

・官公庁のビジョンについてのレビュー 
我が国の公的機関を中心に整理する．国土交通省では，

毎年国土交通白書を発行しており，2022年度については

第 2章第 11章・第 10章において，国土交通行政におけ

る，今後検討を実施するべき DXの取組みを示している
2-1)．DX の推進に向け，国土交通省全省にわたる推進組

織を設置するほか，DX による業務や工事等の高度化・

効率化を図るとされている．また，デジタル庁が決定し

た，「デジタル社会の実現に向けた重点計画」2-2)に記載

されているデジタル化施策についても国土交通省に関係

する施策を紹介している．DX の推進による効果につい

ては，道路については ETC2.0 プローブ情報等の普及台

数など，具体的に数値を用いて示すほか，オープンデー

タについては実際にオープン化した内容について公表す

る．ただし，普及効果の測定が難しく，オープンデータ

の活用状況や活用可能性については不透明であることが

今後の課題として挙げられる． 
国土交通省では AI ターミナルによる港湾管理も検討

されている2-3)．少子高齢化等による労働人口の減少に起

因する厳しい労働環境への忌避に対し，AI 技術を用い

て熟練技術者の荷役ノウハウを継承，生産性向上を図る

ものである．近年の港湾，コンテナ船の大型化等を背景

に積卸量，陸路輸送を行うトレーラーの使用量が増加し

ていることから，AI によるヤードクレーンの自動化や

コンテナ配置を最適化する．港湾内での荷役処理，港湾

へ入構するトレーラーのゲート処理の効率化を図ること

を目標としており，2023年度には港湾での各船舶の運航

スケジュールを遵守し，併せて船舶の到着待ちを行うト

レーラーの路上待機を解消するなど，世界最高水準の生

産性・良好な労働環境を実現することが期待される．導

入に向けて，複数の港湾における実証実験が行われ，公

表資料として整理されているが，全国のコンテナターミ

ナルへの導入促進が課題となる他，実現に向けては港湾

関連の各種データ連携基盤の構築・活用が必要となる．

各コンテナターミナルの位置する自治体や実際に工事を

行うゼネコン，維持管理等を今後実施することになると

想定される大手建設コンサルタントの動向に注意が必要

と言える． 

総務省では，スマートなインフラ維持管理に向けた

ICT 基盤の確立について検討を進めている 2-4)．センサー

で計測したデータを高信頼かつ低消費電力で収集・伝送

する通信技術等を確立し，国際標準化の推進を目的とす

る．既存インフラは，機能等に応じて複雑な構造を持っ

ており，計測箇所や目的とする計測事象に応じて，観測

に必要なセンサーの設置間隔やセンサーの性能，データ

の必要な収集品頻度等が異なっている．そのため，高頻

度な通信を行う必要があるデータのやり取りには，局所

集中型低消費電力無線通信技術を，比較的低頻度なデー

タのやり取りで問題ない場合は広範囲型低消費電力無線

通信技術を活用する．複数の局所集中低消費電力無線通

信技術を広範囲型低消費電力無線通信技術によって集約

を行うことにより，ICT を活用した社会インフラ管理を

効果的・効率的実施を狙うとしている．今後は，社会イ

ンフラの維持管理を実際に行っている国土交通省との連

携，特に維持管理が必要な社会インフラへのセンサー技

術の活用ということが必要になってくるほか，蓄積した

データの保存や国土交通省で管理しているデータプラッ

トフォームとの連携についても今後課題になってくると

考えられる． 
農林水産省では申請を電子化するため，職員自ら UI

を作成するなど積極的にデジタル化を進めており，水

路・漁港の維持管理データを共有することで，土木分野

との包括的横断的な管理も可能になるなど，デジタルを

通した他省庁との連携について，今後検討を進めていく

ことも効果的と考えられる 2-5)． 
内閣官房では，国の各省庁を包括管理する部署として，

省庁横断的に実施すべき内容としてデジタル田園都市国

家構想基本方針を整理している2-6)．地方からデジタルの

実装を進め，地方と都市の差を縮めていくことで，世界

とつながる「デジタル田園都市国家構想」実現に向け，

具体的な実現方針を整理した．デジタル田園都市国家構

想実現会議における意見交換を鑑み，「デジタルの活用

意義」「価値観の共有」「共助による推進」「役割分担

と連携」「取組みの可視化」「国民的な機運醸成」「地

方創生の取組の継承・発展」という 7つの前提を整理し

ている．ただし，デジタル田園都市国家構想実現会議の

参加者の大半は国の大臣であり，自治体等からの参加者

が少ないことから実際の現場の意向が反映できているか，

また実効性については課題が残る．実施方針には達成目

標整理として KPIが設定されているが，同じく実現可能

性について課題がある．国民へのデジタル田園都市国家

構想自体の周知が進まないことも想定されるため，具体

的な対策等も含めて整理を要する． 
デジタル庁は2021年9月に発足した組織であり，内閣

官房にて今まで検討されていた IT 総合戦略について，

発展的な新組織として位置づけられている．従来検討さ

れてきた国の規制等，デジタル原則を踏まえた規制の横

断的な見直しについて実施する 2-7)．具体的には，まず 4
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万以上の法令についてアナログ的な規制を洗出し，3 年

間でデジタル原則への適合実現を目標とする．このため

に，テクノロジーマップの整備を実施し，数千ある規制

を類型化することにより，国が実施している項目につい

て，規則の一括的な見直しを実施することにより，デジ

タル基盤整備等と連動して社会でのデジタル化を推進す

ること，この作業を 3 年以内に終えるとしている．第 1
回規制改革関係府省庁連絡会議にて決定されたが，規則

の横断的な見直しが含まれることから，地方自治体を含

めた協力体制が必須となってくるほか，受注者である民

間企業を含めた協力体制・コミュニケーションが実現に

は必須であるといえる．これに向けては，先述の各省庁

の事例のほかにも具体的な事例を整理する必要がある他，

自治体の対策を整理を要すると考えられる． 
土木分野全体の方向性を示している土木学会において

も，インフラ維持管理への AI 技術適用のための調査研

究を実施している2-8)．実際にインフラ維持管理・更新・

マネジメント技術等のプログラムで AI を取り入れてい

るものが多い一方，それらの技術を取りまとめたものが

少ない． AI 関連研究を体系的に整理し，インフラ維持

管理における AI 活用の現状と将来像を提示している．

例えば，インフラ維持管理への AI の活用方法，実際の

データを用いた AI 技術のインフラ維持管理への適用，

AI の技術を社会インフラ・維持管理に適用した課題解

決方法の紹介，及びこれらの手法を整理した論文を収

集・分類・データベース化して高度な活用に貢献するこ

とが挙げられる．各委員会で検討したデータの思考実験

等の情報も整理しているほか，今後の活用ビジョンや今

後の課題等についても整理されている．ただし，検討に

ついては各自が実施することになっているほか，整理さ

れた情報は土木技術に関するものや，情報技術に関する

もののみで，その他の事例についても整理を行う必要が

ある． 
建設コンサルタント協会についても，年に 1回建設コ

ンサルタント白書を整理しており，国土交通省等の官公

庁に意向を鑑みている 2-9)．白書では，短期的にはDX領

域を明確化するとともに，長期的には DXを事業として

展開することを目指しており，DX をベースとした，新

しい業務領域の検討，公的データをオープン化するにあ

たってルール整備，DX の新領域への展開や異業種との

連携・受入れが示されている．具体的な対策として働き

方改革に向けてガイドラインを策定されているが，他に

ついては対策の具体的な項目が記載されていない． 
 

・道路交通分野についての民間事例 
民間事例として日本工営などは国土交通データプラッ

トフォームの整備に向けて，自治体が所有する維持管理

情報とのデータ連携の可能性について，国土交通省を発

注した業務を受託している 2-10)．従来，国土交通省は維

持管理データや ETC プローブ情報，交通流動データな

ど様々なデータを所有しているものの，データの保有は

個々の部局ごとに実施しており，十分に連携が出来てい

ないことが課題となっていた．個々の部署ごとに保有す

るデータを連携し，業務の効率化やスマートシティ等の

国土交通省の施策の高度化を目指すほか，民間等のデー

タと連携して産学官連携によるイノベーションの創出を

目指している．実現に向けては，各自治体にも連携可能

性があるデータがあるかどうかをアンケート・ヒアリン

グにより確認を行ったほか，データ連携の実現に向けた

API 実装を行い，実際のデータ取得が可能かどうかを検

討している．自治体へのアンケート・ヒアリングからは

保存内容や情報量が自治体により大きな差が生じている

ほか，活用による自治体への恩恵が明らかになっていな

いといった課題がある．また，データベースの構築に向

けて，フォーマット標準化等を事前に検討が考えられる． 
パシフィックコンサルタンツでは，自治体より発注さ

れた道路維持管理業務において，携帯性や性能の高いス

マートフォンを活用した，道路の維持管理にむけた情報

登録を行うシステムを構築した 2-11)．従来機能と異なる

点として，スマートフォンアプリと管理用 DB を構築す

る PC アプリを分割することにより，既存のスマートフ

ォンでの活用を可能とした．パトロールや通報といった

日常の道路管理における情報収集や対応管理を支援する

とともに，災害時の迅速な情報共有にも利用が期待され

る．上記アプリは自治体導入されたが，国土交通省にお

けるデータ連携プラットフォームへの連携可能性が模索

されている．フォーマット等の統一や他社を受け入れら

れるシステムかの確認，その他道路管理効率化方法につ

いて調査を要すると考えられる． 
長大ではワイヤを用いた移動式橋梁点検ロボット

「ARANEUS」を開発している 2-12)．橋梁下面を 3次元的

に移動可能としたワイヤ移動式の橋梁点検システムであ

り，ワイヤを 8 本して固定することで，1 本のワイヤが

破断しても他のワイヤで制御することにより，ロボット

を安定し落下を防止している．強風等の状況下でも作業

可能で，実際に 200m 弱の長さとなる橋梁に対し試行実

験が行われている．実施結果を人手で実施した際都の精

度の比較や，データ伝送方法の検討については今後過大

となる懸念がある．ロボットは今後点検結果を鑑み，簡

易修繕まで対応可能となるようなシステムを追加予定と

なっている． 
北海道に本社を擁し，厳しい天候条件や寒い箇所での

採用が多いドーコンでは，これらの条件や高所など劣悪

な環境下においても，効率的かつ安全に点検を実施でき

るよう，音声認識を用いて入力した点検結果をデータ化

し，データと実際の損傷写真をリンクさせて自動的に報
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告書を作成できるシステムを開発した 2-13)．厳しい環境

条件であっても社会インフラの維持管理のため開発され，

すでに活用が始まっている． 
ニュージェックによる走行型計測（MIMM）点検技術

は橋梁のみならず，トンネルにおいても，走行型計測シ

ステムを積んだトラックを走行させ，トンネル壁面画

像・レーザによる点群データ取得を同時に実施し，トン

ネルの健全性を評価する技術を検討している 2-14)．従来

はトンネルの調査は打音検査がメインとなっていたが，

壁面画像を活用して覆工コンクリート表面のひび割れ・

豆板の観測，3 次元レーザ等による点群データの活用を

行えばコンクリート表面の凸凹や変形トンネルの変形の

検証など，様々な内容の分析が可能となることが期待さ

れ，実際のトンネルでの試行実験が為されている． 
建設技術研究所では打音検査自体を遠隔化・デジタル

化を行うレーザー打音検査装置を開発した 2-15)．従来，

トンネルの点検については，専門技術者の目視確認や打

音検査により実施されることが多かったため，手間・時

間を要するほか，技術者の技量に応じて点検結果が変わ

る場合も考えられた．近年の少子高齢社会の進行に伴い

人手不足も顕著となる状況も鑑み，打音検査を補完・支

援するシステムが必要と考えられた．具体的には，ハン

マーで打音するのではなく，「振動励起レーザー」によ

り覆工コンクリートを振動させ，「振動計測レーダー」

により，耳の代わりに振動を計測する 2種類のレーダー

を活用して打音検査の代替を行う．現在は供試体による

検証実験が行われた段階である． 
大日本コンサルタントでは，道路整備の優先度等の検

討に向けて，AI を使って地域の災害リスクを総合的に

評価する防災・減災システムを開発した 2-16)．拠点間の

移動所要時間を平常時と災害時で分けて分析し，過去の

災害情報や道路情報，周辺道路の維持管理状況等を蓄積

した AI により，通行止めリスク等を踏まえた最適な整

備優先度・施工の組み合わせを決定する．各自治体の予

算・期間・能力等に応じた最適な予算化による，道路整

備の効率的な執行が可能に，また道路の整備進捗状況は

時々刻々と整備するため，整備進捗状況を逐次整備事業

計画に反映することが可能となる．ただし，現時点では

導入事例はない． 
また，地域全体の最適化を目指す計画だけでなく，構

造設計事態にも AI の活用が検討されており，安藤・ハ

ザマでは構造計算結果を得るまでの所要時間を半減させ

る構造設計支援システムを開発している 2-17)．構造計算

には部材情報からトライアンドエラーにより構造計算の

最適化を実施していた．構造計算モデルに用いている部

材を AI により自動的にグルーピングし，RPA による適

切かつ効率的な構造計算を誘導するもので，作業の効率

化に伴う働き方改革の実現にも貢献している． 

また，構造設計支援システムの検討は，国内のみなら

ず海外でも実施されており，中国にある西安天華建築設

計の開発した TransBIM では，建築施工図を作成可能と

なる人工知能を組み込んでいる 2-18)．このシステムは、

CAD で作成した基本設計図と解析に必要なパラメータ

を入力すると，AI アルゴリズムによりパラメータの分

析が自動で実行され，BIM が生成されるほか，構造分

析・設備分析等も AI が自動で実施し，実際に意匠・構

造・設備に関する施工図を 1週間程度で作成した．自治

体による審査に合格するなど，実務面でも問題のないレ

ベルの水準まで到達できている．ただし，前述の安藤・

ハザマが設計したシステムと同様に実用事例はまだなく，

今後の実装について，注目する必要がある． 
 

・河川分野についての民間事例 
建設技術研究所は各河川に設置されている監視カメラ

の画像から，AI が越水の発生や砂州の変化を検知しす

るシステムを開発している 2-19)．閾値を超過した場合は

住民や自治体に自動で通知するほか，大雨が予想される

際における検知降雨量予測データなどから，河川の将来

推移を AI が予測し，越水や砂州の変化を予測し，ダム

における放水などの河川管理施設の操作タイミングを予

測する．水位予測については他社でも実施されているが，

本システムは越水や砂州の変化の予測等についても提案

が可能となっている．実際に鳥取県において新技術の取

り組みが検討されており，解析結果が近年一定の精度に

到達している．ただし，夜間については状況の視認が難

しいため夜間帯についてもカメラに示された画像の検知

精度向上が必要なほか，推移予測や河川管理施設の操作

タイミング，越水等の現象が発生すると思われるタイミ

ングの予測精度向上が今後に向けた課題と考えられる． 
一方，水位予測・計測については他社においても検討

が進められており，NTTPC や構造計画研究所では，河

川監視による防災分野での実証実験の検討を行っている
2-20)．撮影した画像データにバーチャル水位計の情報を

付加し，推移予測を実施する．予測の際に過去の水位や

雨量データを数理工学技術で解析し，全国 6県における

実証実験からはおおむね実際の水位とバーチャル水位計

の計測結果が一致することが確認できている．過去の水

位データがない河川においても，数理工学技術を活用し

水位予測が可能と確認した． 
洪水予測手法については，流量計を用いなくても分析

可能となる手法についても検討が進められており，JFE
エンジニヤリングでは AI 技術とレーダ雨量データのみ

を活用した洪水予測手法の検討を行っている 2-21)．流量

計を用いないことで、簡便かつ安易な予測が可能となる

ほか，洪水予測にはダムの放流量を含めた検討が可能で

あるなど，精度を高めた検討が可能となっている． 精



 

 16

度については土木研究所と協力し，全国 6地点で分析を

行い精度が確保されていることを確認している．また，

クラウドを利用し，インターネットによる配信を行うこ

とで安価な利用形態となるようにし，実際にWinmuSeⓇ 
Caesarとして商用化している 2-22)． 
河川の管理手法等に関する検討は建設コンサルタント

のみならず，他業種においても行われており，みずほリ

サーチ＆テクノロジーズにおいては，河川周辺の航空写

真から機械学習により，水域分類の自動実施を試みてい

る 2-23)．水域分類は現地における踏査や航空写真を用い

た人力による目視判読が主であり，時間とともに変化す

る河川の網羅的・即自的な把握が困難であった．従来，

学習データの作成までにとどまっており，自動分類まで

実施した事例がみられない．サービスの具体的な内容と

して，土木研究所・寒地土木研究所から貸与されたデー

タを用いて，画像の色味成分のみを用いた水域の分類を

実施した．分類には深層学習モデルである U-Net を活用

している． 
 

・その他インフラ分野についての民間事例  

電力分野においては，効率化に向けて電力設備・機器

の状態基準保全(一定の周期ではなく，施設・機器の劣

化状況により修理を行う)の実践に向け新たな取り組み

がなされている．従来はクローズした空間であったため

制御監視システムのセキュリティについては考慮を要し

なかったが，データのオープン化に向けては外部ネット

ワークと接続する必要が生じ，セキュリティ確保が求め

られている．電力中央研究所では，統計的機械学習・パ

ターン認識による維持管理技術等を検討している 2-24)．

状態基準保全の検討として「さび画像に基づく配電柱腕

金の再利用判定」「油中ガス分析データに基づく電力用

変圧器の不具合判定」「水力発電所の発電機の異常予兆

検出」が挙げられるほか，セキュリティ確保について

「制御システムにおける侵入検知手法」の検討が挙げら

れる．実データや画像を用いた実証実験，侵入検知シス

テムについて，外部のシステムを用いた評価をしている．  
下水道分野についても，交換優先順位の明確化・劣化

診断精度向上による維持管理費用の縮減可能性の整理に

むけて，EYと Fractaは AIを活用した管理劣化予測シス

テムを開発した 2-25)．上水道分野で確立されている水道

管の劣化予測技術を下水道分野にも活用したもので，腐

食箇所を従来手法の半分以下の時間で見つけることが出

来る．滋賀県大津市において実証実験が行われており，

交換頻度を減らす可能性が示されている．維持管理や改

修頻度を減らしたことにより生じる実運用上の課題，費

用縮減効果についても今後整理が必要と考えられる． 
環境分野について AI の活用が進んでおり，富士通九

州ネットワークテクノロジーズが開発した QSAS-Bird を

用いたフクロウの生息状況の効率的把握に用いられてい

る 2-26)．学習させた野鳥の鳴き声を AIが学習し，目的の

鳴き声を検出する．夜行性であるフクロウの生息状況の

調査は夜行に実施されるため，目視での確認が困難なた

め，IC レコーダーにより録音した音声データを後日人

手で聞いて確認していたが，AI ソフトによる事前検出

で，録音時間を 3%程度まで減らすことが可能となった． 
 

・建設施工分野についての民間事例 

清水建設では，AI を活用して日々の測量からシール

ド掘進機の操作までの流れを合理化するシステムにより，

屈伸計画の立案からシールド機の運転に至るまでの一連

の施工サイクルの自動化を実現した 2-27)．「施工計画支

援 AI」・「掘進操作支援 AI」を組合せて日々の掘進作

業後の測量データを反映し、施工計画に反映するなど作

業上の課題についても速やかに修正できる．精度につい

ては実際の工事現場においてモデリングを行い，条件を

満たす計画を立案し，その通りに掘削を行った結果，方

位角変化量の誤差はわずか0.02度に収まり，実用上問題

ないことが確認されている．2022年 3月より本システム

を用いた自動運転の実証試験を兵庫県姫路市において適

用している 2-28)． 
地盤ネット総合研究所は戸建て住宅向けの地盤解析に

関するサービスを開発している 2-29)．地盤解析は調査ポ

イント毎の深度，荷重，回転数，土質，音感，水位や，

支持力や沈下量計算，建物周辺の造成，擁壁の有無，近

隣地形などを総合評価した人的判断となっていた．過去

十数万件に及ぶ膨大な解析物件データを AI で学習した．

調査現場から iPadアプリでデータ通信し，リアルタイム

で調査データや位置情報をシステムに連動させ，AI に
よる判定を自動送信するシステムを構築した．過去十数

万件に及ぶ膨大な解析物件データを AI に学習させ，改

良・検証を重ねた結果，人手解析において求められる解

析基準に合致した信頼性の高い解析結果を得られたとさ

れている．現時点で考慮が出来ていない不同沈下のデー

タを含めること，災害発生後のデータを含めて分析を行

うことが課題として挙げられている． 
・社会問題としてのインフラ維持管理  

社会インフラの ICT活用が進むのに伴い，各施設への

サイバー攻撃を受けた場合，石油パイプラインや上下水

道，電力施設等インフラの機能停止が懸念される．サイ

バー攻撃によりセンサー管理システムを掌握することで，

例えば，ダムの制御を止めて大洪水を発生させる，上水

道へ高濃度の薬物を混入させ機能を停止させる等，生活

インフラを機能停止させることが可能となる．今後はこ

れらのサイバー攻撃に対してどのように対抗を行うのか，

これらのサイバー攻撃を実施した容疑者をいかに特定す

るかが課題である．サイバー攻撃による社会インフラの
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破壊を防ぐためには，ハード・ソフトの対策が必要とな

る．現在想定されている課題を整理し，対応策を示す必

要がある 2-30)． 
 

・AIを用いたデマやDisinformation  
AI により合成された画像を真実のように SNS 上に掲

載し，フェイクニュースが拡散する問題があった．2022
年 10 月には，画像生成 AI「Stable Diffusion」を用いて台

風15号によるものとされる偽の被災状況が拡散された 2-

31)．2016 年 4 月に発生した熊本地震において，「動物園

からライオンが逃げた」とする偽情報が拡散された際，

全く別の場所で撮影されたと考えられるライオンの画像

が添付され，最終的に偽計業務妨害罪(不起訴)となって

いる 2-32)．静岡の事例では，投稿後に不自然な点に気づ

いた他のユーザーなどの喚起があり，12 時間後にはフ

ェイク画像であることが投稿者から明らかになった．今

後 AI の画像生成技術が向上に伴い，これらの偽情報を

迅速に探知・警告することが求められるようになると考

えられる．  
 

・AI開発に伴う環境破壊 

AI・ICTの活用が進むにつれて， AIの活用自体が環境

破壊につながるのではないかという指摘がマサチューセ

ッツ大学アマースト校の研究成果より指摘されている 79)．

AI モデルは巨大化が進んでおり，学習に用いる計算コ

ストも増大している．この研究では米国エネルギー省の

電力使用量のデータから，AI モデルの学習に伴う CO2
の量を計算・整理を行った．1つのAIモデルの訓練で，

乗用車 5台が製造されてから廃車されるまでの間（走行

中も含め）に放出するCO2の量に匹敵するCO2を排出し

ているという結果が示されている．今後更なるモデル巨

大化・更新のため，学習頻度が増加すると考えられてい

る一方，AI モデルの学習を効率化するための対策，例

えばモデリング計算の最適化や，パラメータ数の最適化

分散型機械学習アルゴリズムの導入等，技術進歩を考慮

しておらず，ESG投資を生かした積極的な技術開発によ

り解決可能であるとも考えられる 2-33)．  
・6G等次世代通信インフラについて 

NTT 等が検討している IOWN(Innovative Optical and 
Wireless Network)は光通信を利用し，電力効率の大幅な

向上により増大する情報量に対応通信の大容量化・低遅

延化を実現する 2-34)．現在人類が利用する電子回路を光

子回路に変更し，高速大容量通信ならびに膨大な計算リ

ソース等を提供可能な，ネットワーク・情報処理基盤を

構想している．量子コンピュータとの親和性から，機密

性や安定性を高度なレベルで提供可能とされている．

2024年までに局地的な実装を目指し，2030年には本格的

社会実装を目指している． 

 
・アナリシス 
・定義 
 整理したビジョンや技術・サービスを基に，2033年の

課題を想定し，対策を検討する．前提として，技術の進

歩とデータの増大に伴い，局所的なデジタルツインが

様々構築され，接続・精緻化する技術やサービスが出現

すると考えられる．データ収集において，フォーマット

を完全に標準化することは不可能であるため，様々な形

式で集められる．この段階における成長するインフラの

条件を，データがオープンになることでアクセス可能な

ユーザーが増え，データ整形や分析が容易に可能な方法

が生まれ，得られた分析結果を活用するデータのエコシ

ステムが存在するインフラと定義する（図 2-1）． 
 
・国家レベルの大域的視点 
大量のデータを収集・整形して生成された国土交通省

PLATEAUなどの3Dモデルと現実をリアルタイムにつな

ぐCPSを構築する場合，消費電力・通信量は現在よりも

はるかに大きくなることが予想される．総務省や IOWN
などの取り組みは消費電力削減・通信容量拡大に寄与す

ると考えられる 2-35)．IOWN は 2024 年局地的な実装を目

指しており，2033年は本格的な実装に進むため，土木分

野のさまざまな領域において交差すると考えられ，現段

階でも積極的参画に十分価値がある．これら公的な 
 

 
図 2-1 成長するインフラの条件 

取り組みや，データのオープン化は現在も行われている

が，例えば公的な DBである xRoadにおいても，人によ

る操作が入ることで生じた誤りがあるなど，データの連

携ができている段階ではない 2-36)．これらの誤りや実用

性の低さはデータの活用意欲を減退させるが，同時にブ

ルーオーシャンとなるため，積極的に活用することで改

善点を見出し，実用性を高めることで先行的利益を拡大

することができることに留意する必要がある． 
 

・民間レベルの局所的視点 
民間でもさまざまな企業がカメラ含むセンサー等で得
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られたデータをデータベース化している．ただし，各企

業が独自に DB を構成したり，機器の仕様を決定する．

このような状況で得られたデータを共有することは未だ

困難である．これを局所的デジタルツインと定義したと

き，成熟の過程でそれぞれ連携・接続して精緻化と拡張

を指向し，フォーマットを統一化することなく整形・分

析を容易に実行できる技術が求められる．精緻化するに

はさらなるデータを必要とし，結果や活用が規制されれ

ば，改善する利益はもちろんデータ共有する利益すら減

退させるため，規制緩和や見直しに加え，自治体・企業

においてもこれらデータを活用し，データ駆動で変化に

対する迅速な対応が求められる．例えば，洪水予測手法

やダムの放流タイミング推定手法などがさまざまな自治

体・企業によって開発されている．ただし，安全性をど

のように担保するか，規制設計が求められるため，必要

なデータを収集することに加え，これらの設計に企業も

積極的に参加してデータを共有し，10 年後の市場を作

り出していく努力が必要となる． 
 

・10年後の社会と市場 
個々の技術においては規制がなければ不要な技術が淘

汰され，全体としてはデータが乱雑に共有され，探索・

整形・利用法が進歩する．例えば，橋梁河川護岸に供す

るコンクリートのひび割れは裏込め材の粒径を考慮し，

幅 2mm前後で健全度の評価が変化する 2-37)．この場合，

ドローン標準のカメラ解像度では接近を要することとな

り，技術的要求水準が高くなることから，民間が避けた

いコスト上昇に直結する．ただし，ひびの幅は計測誤差

を含み，裏込め材の粒径も目安であることから，これら

の基準が絶対とは言えない．しかも，ひび全体の幅，護

岸が発揮すべき性能や裏込め材粒径の確率的分布等収集

されたデータによって規制が最適化されると，2mm と

いう基準に合わせて開発された技術は陳腐化・淘汰され

うる． 
利用法が様々なユーザーにより検証され，結果・手法

の信頼性が担保される．この時，PINNs やデータ同化な

ど力学的解から信頼性を担保する物理的側面と，技術の

同一性やデータの非改竄性などを担保する電子的側面が

考えられる．後者においてはBlock Chain (BC) 技術による

担保などが考えられる．莫大なデータと信頼性の高い手

法により得られた分析結果に基づき，規制は素早く合理

的に見直され，安全性信頼性の担保しながらイノベーシ

ョンを促進する．  
 

・提言 
データを乱雑に共有可能とする，優れた探索・整形・

分析手法の進歩は，手法が活用されるエコシステムの形

成に依存しており，単なる表面的な規制緩和だけでは十

分でない．例えば，道路上を自律飛行可能なドローン機

体は現段階で認可されたものがなく，実態として自律飛

行を活用することができない．データを蓄積し，手法の

信頼性を高めながら規制を再設計していく過程で生じて

いることから，データ駆動化することでデータに基づき

判断が加速されると同時に，データの利用先を作り出す

ことが求められる．これには事前規制型でなく事後監

視・修正型へのパラダイムシフトを必要とする．我が国

では事前規制型にしばしばなることから，国際競争力維

持向上のため，国内外の動向を理解したうえで，デジタ

ルツインを接続・精緻化しデータを収集・共有・分析・

活用する組織が求められる．このような組織は一朝一夕

に構築できず，極めて強力な DX化とその実行に伴うガ

バナンスを必要とする．過去の成功体験に基づくアナロ

グデータにとらわれず，徹底された「例外なき DX」に

よってのみ取り組みによる蓄積の定着活用が最大化され

る．したがって，デジタルツインの黎明期において十分

に蓄積した技術・人材・データを例外なき DXの徹底に

よって活用し，次代の準備を進めることが求められ，10
年後，この蓄積を活用し，データ駆動に基づくEBPMな

規制緩和に伴う迅速な判断・対応を可能とすることが経

営者・技術者に求められる． 
 

第 3章  すべてのDXが前提となる社会 

技術の進化に伴い，人々を取り巻く環境は目まぐるし

く変化した．激変する環境で確実に成果を生み出すため

には，現在の技術到達点を正しく把握し，中長期的な将

来ビジョンを明確に描くことが求められる．本章では土

木技術者が今後の活動を発展させる指針として，インフ

ラの未来像を提示する．人々の生活や産業等の基盤のこ

とを総称してインフラと称するが，2023年 3月時点で表

現されるインフラと未来のインフラが内包する意味は異

なると考えられる．例えば，かつてインターネット回線

は 1997 年の利用率がわずか 10%程度であった 3-1)が，今

や当然のようにインフラの 1つとして数えられることか

ら，この 30 年でインフラという言葉の意味に内包され

たと言える．データ通信技術およびデータ分析技術の発

展により，ICT 技術は大きな進化を遂げた．これまでに

ない機能や仕組みでありながら，未来の生活に不可欠と

なる基盤のことを「進化するインフラ」と定義する．本

章では 30 年後を未来と捉え，訪れる未来像を提示する

とともに，30 年後のインフラにおいて要求される新た

な機能や仕組みを整理する．描く未来の実現とさらなる

発展に向けて，今日から投資すべき技術やビジョンを示

す． 
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・30年前から現在までの変化 
過去のある時点で予測された未来と現状の比較を行う

ため，ドラえもんという作品を例にとる．ドラえもんは

藤子・F・不二雄氏によって描かれた国民的漫画で，ド

ラえもんにはひみつ道具と呼ばれる 22 世紀に存在する

架空の機器が登場する．連載開始年は 1970年，1話完結

の短編漫画が掲載された最終年は 1991 年である 3-2)ため，

短編漫画内に掲載された道具は今から 30 年以上前に今

よりも先の未来を予測したものであると言える． 
これらひみつ道具には現時点で類似した道具や技術が

実現している．表 3-1に例を示す． 
 

表-3-1 実現したひみつ道具例 
ひみつ道具 普及した技術（例） 

トレーサーバッジ GPS、スマートタグ 
無人たんさロケット ドローン 
ほんやくコンニャク Google翻訳、ポケトーク 

ききがきタイプライター Notta 
まんが製造箱 ぱいどん（漫画） 

オコノミボックス スマートフォン 
 

2019年に発足した「TEZUKA 2020」プロジェクトにお

いて製作された漫画「ぱいどん」3-3)はキャラクターデザ

インと物語のあらすじを AI に作成，手塚治虫の作風を

再現した．漫画ドラえもんは一般の漫画家である藤子氏

が子ども向けの漫画として描いたものであるため，描か

れた未来はシーズというよりもニーズベースで予測され

たものであると想定されるが，既に多くの道具が実現し

ている．ドラえもんに出てくるひみつ道具が単に未来を

予言しただけではなく，人々を未来に導いた可能性があ

る点に注目する．リアル・ドリーム・ドラえもん・プロ

ジェクト3-4)や四次元ポケットプロジェクト3-5)など，ドラ

えもんおよびドラえもんの有するひみつ道具を再現しよ

うとする取り組みはこれまでにも多数行われており，ド

ラえもんで描かれた未来像を実現するために尽力した研

究者やエンジニアは少なくない．  
漫画で描かれた空想世界が 30 年の間に現実となった

理由は，情報技術の発達に他ならない．特に，機器の処

理能力向上が人々の暮らしを革新させたと考えられる． 
Google翻訳やNotta，ぱいどんといった技術・取り組みは

近年飛躍的に向上した AI 技術を用いている．第 3 次人

工知能ブームと呼ばれ，火付け役は計算機の性能向上で

あるとも言われている．NVIDIA 社が発明した汎用的

GPU である GeForce2563-6)によって，人工知能の解析手法

の中でも単純な行列計算を多用する深層学習の計算が高

速化された． 
携帯電話は 90年代初頭に NTTから販売されたムーバ

N3-7)から 30年で飛躍的な進化を遂げた．当時の携帯電話

の機能は電話の発信・受信のみに限定されており，機能

を限定することでようやく機器の大きさを携帯できるサ

イズに収めていた．翻って，スマートフォンは手で持て

る大きさでありながら搭載機能は無数にある．電話，メ

ール（チャット），メモ帳，時計，カメラ・ビデオカメ

ラ，地図（+ナビ），カレンダー，スピーカー，マイク，

財布，ポイントカード，電卓，ゲーム機，歩数計，ライ

ト等の機能が 1つの機器に集約されているなど，このよ

うな形態になることを 30 年前から想定できていたとは

考え難い．写真・本・動画・音楽などがデータとして，

クラウドを経由することで際限なく外へ持ち出すことが

可能となった点は機器の処理能力向上と共にアプリケー

ションなどソフトの性能向上が大きく寄与していること

がよく分かる． 
 
・土木建設業の進歩 
土木建設分野で扱う対象は半世紀もの期間供用される

等，デジタル機器の処理能力向上やソフトアプリケーシ

ョンの高度化などに対し，軽々な適用を避けるため導入

に積極的でない点があった．その中でも，自動操縦する

重機による自動施工など，デジタル技術の進歩を大きく

取り入れた技術もあった．国交省が提案する指定区域内

高速道路を条件付きで自動運転レベル 3を達成する車両

の型式をホンダが取得し，既に販売する3-8)などしている．

一般道を走行可能となる時，PLATEAU3-9)等で構築され

た 3D 都市モデルなどの活用が期待されている．今まで

の取り組みの延長線上にある技術としても洋上風力発電

施設建設や無電柱化，スーパー堤防や AI による洪水予

測など，現在ではさまざまな技術を取り込んでいる． 
 
・社会システムの進化を構想する産学官の取り組み 
産官学の取り組みを例示し，社会的な動向を整理する．

官の取り組みとして各国政府が掲げるビジョンに着目す

る．我が国においては，内閣府がデジタル田園都市国家

構想 3-10)で提唱している．本構想はデジタル技術によっ

て地方を繋ぎ，技術イノベーションを原動力として社会

課題解決を目指す．このような社会を含め，次世代の社

会として Society5.03-11)を提唱している．我が国が目標と

する未来社会のコンセプトを示したもので，サイバー空

間とフィジカル空間を融合させた Cyber Phisical System 
（CPS）構築により，イノベーションに基づく経済発展

と社会課題解決を目指している． 
国外の事例として，アメリカではConnected Government 

Act3-12)，Modernizing Government Technology Act3-13)，21st Cen-
tury Integrated Digital Experience Act3-14)などといったデジタル

政府による行政サービス向上のための法制化が既に実現

している．中華人民共和国では国家イノベーション駆動

発展戦略綱要 3-15)，国家情報化発展戦略綱要 3-16，第 13次
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五カ年（2016～2020）国家情報化計画3-17)などデジタル推

進に関連する政策を矢継ぎ早に公表した．同国ではデジ

タル技術による創新（イノベーション）を政策の方針と

している．EUでは 2020年に Shaping Europe’s digital future3-

18)を、2021年にはDigital Compass 20303-19)を発表した．Dig-
ital Compass 2030ではスキル，インフラストラクチャー，

ビジネス，行政といった 4つの指標でのデジタル化を目

標とするデジタルコンパスを提唱した．さらに 2020～
2030年までの10年をDigital Decadeと称し，ヨーロッパ全

体のデジタル技術の変革に取り組んでいる．このように

世界各国でデジタルデータの収集・活用が重要な政策の

一つと捉えられている． 
学の分野では，特に人工知能分野の発展に注目する．

人工知能分野でのトップカンファレンスの 1つとして数

えられる NeurIPSでは，投稿論文本数が 2017年は 324万
件だったのに対し 2021 年には 912 万件に増加した 3-11)．

企業研究も含まれ，データを取り扱う研究が産学共通し

て盛んである．国内でも数理・データサイエンス・AI
教育プログラム認定制度 3-20)による人材育成が始まり，

文理を問わない全国各地の大学生・高専生のデータサイ

エンティストとしての素養を育むとしている． 
産の分野では，三菱総合研究所が公表する未来社会構

想 20503-21)において，2050 年に目指すべき世界の姿に関

して言及されている．①デジタル経済圏の台頭，②覇権

国のいない国際秩序，③脱炭素を実現する循環型社会，

④変容する政府の役割，⑤多様なコミュニティが共存す

る社会，⑥技術によって変わる人生，といった 6つの項

目が未来のトレンドとして示されている．これらの多く

はデジタル技術の発展が前提となっている点に留意する．

国内大手ゼネコンでも，大成建設は「2030年の技術、そ

の先の未来。」と題し将来必要となる技術を例示してい

る 3-22)．トピックとして，みらいの交通，農場，都，ビ

ル，建設が挙げられている．交通分野ではコンパクト・

プラス・ネットワークに注目した自動運転の小型モビリ

ティが普及し，高密度輸送実現を想定した．農林水産業

との融合分野として，既存のビルを木質化，都市型農場

の併設，6 次産業化などが挙げられている．宇宙分野で

は，月地下都市などを提案している．清水建設は「シミ

ズ・ドリーム」と題し，海面都市，海上の植物都市，宇

宙開発などを提案している 3-23)．大林組については，光

合成する建築など，SDGs な建設分野の未来を提案して

いる 3-24)． 
まち全体のデジタル化を目指すスマートシティの取り

組みは国内外の様々な企業によって展開され，TOYOTA
の woven city3-25)やテンセントのネットシティ 3-26)，Google
の Downtown West3-27)などが挙げられる．サウジアラビア

ではTHE LINE3-28)がNEOMの一大プロジェクトとされ，

長さ 170km，幅 200m，高さ 500mのビルに線状都市を構

築するとしており，2021 年 10 月に建設開始したとされ

ている．これら産官学それぞれの取り組みを概観すると，

①デジタルデータの収集・蓄積・共有，②デジタルデー

タの解析，③解析結果の活用というプロセスが未来の社

会を構築する土台となることが予測される．特に土木建

設分野ではスマートシティやコンパクトシティなど，デ

ジタル技術を活用した次世代型の都市構築が目標となっ

ている． 
 
・デジタル社会を実現する基盤技術 
デジタル社会構築を実現する基盤技術としてデータの

収集・計測に関する技術を整理する．データを計測する

ためのセンシング技術は，機器の処理能力と共に進歩し

てきた．分解能やサンプリングレートの向上等高性能化

に加え，小型化，省電力化，低価格化，低環境負荷など

も著しい．例えば，タッチセンサー，加速度センサー，

ジャイロセンサー，磁気センサー，指紋センサー，GPS
センサー，光センサー，イメージセンサーなど，フィー

チャーフォンには搭載されていなかったが，スマートフ

ォンの普及に伴い低価格化し，普及が進んだとも言われ

ている． 
ロボットやドローンもセンサーから得られたデータに

基づきに制御される．センサーの高性能化・低価格化に

伴いこれら遠隔操作・無人化を含むロボティクス技術が

進歩したことによって，さらに計測可能なデータ空間が

拡張された．例えば，UAV や水中ドローンなど，人間

が到達することが困難であった領域や，ロボットで危険

な作業や繰り返し作業を自動化してフィードバックデー

タを得られるようになった． 
データを蓄積・共有・活用する技術も進歩している．

クラウド化は官民問わず，世界的には極めて遅まきなが

らも進められている．特に，蓄積が進んで巨大化し，活

用がまだ十分でないビッグデータを活用することは官民

ともにイノベーション創発の好機と考えられている．デ

ータの蓄積・共有が進むにつれ，通信の安定性とデータ

の信頼性を担保することがますます重要に，また困難に

なる．通信インフラはデジタル化の前提条件とも言え，

今後は Beyond 5G を中心に無線通信機能が飛躍的に向上

すると考えられている．総務省は 2030 年代にアクセス

ネットワークにおける通信速度と同時接続数を 5Gの 10
倍、コアネットワークにおける通信速度を現在の 100倍
とすることを目標している 3-1)．Beyond 5G を見据えた取

り組みとして，NTT は IOWN 構想 3-29)を発表した．光通

信関連技術に基づき，通信用電力消費の圧縮，容量・速

度の大幅な改善を目指すとしている．例えば，通信速度

電源効率は 100倍，伝送容量は 125倍，エンド toエンド

遅延は 1/200 とすることが目標とされている．他にも通

信帯域の拡張のため，アメリカの連邦通信委員会では実
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験用のテラヘルツ波を研究用途に限定して開放する 3-30)

など，通信の安定性や容量拡張は世界的にも焦眉の急と

なっている．これらの取り組みなども相まって、デジタ

ルデータの総量は指数的に増加している． 
データの蓄積量・通信量の増加に伴い，蓄積されたデ

ータの信頼性・通信やデータに関するセキュリティの重

要性が増す．BlockChain（BC）はデータの唯一性を担保

し，またデータと資産が結びつくことで取り扱うデータ

の信頼性が BC 上の信頼性と直結するため，信頼性の低

い，あるいは機微なデータが流通することを抑止するこ

とができる 3-31)．ただし，この抑止力はBCの普及によっ

て高まるため，現段階でデータの信頼性を確保する実用

性が十分とは言えず，フィジカル空間での取り組みが必

要となる．セキュリティクリアランス（SC）は元来国

家の機密・機微データに民間人がアクセスするために設

けられた制度であるが，電子化することで BC 上におけ

る身分証明書として振る舞うことができる．BC の普及

が進めば，DAO3-32)によって個別の SCが発行され，DAO
の有するローカルデータにアクセスできるようになり，

安全かつ信頼あるデータとして自らのデータを DAO に

提供することができる．DAO はフィジカル空間での SC
と，他のDAOが発行するSCからアクセス・参加者の信

頼性を判断することができ，データの共有や活用がより

安全に行われる． 
データの蓄積・共有に伴い，分析技術， AI 解析技術

の発展は目覚ましい． 
近年では超大規模データ・超大規模モデルによって構

築した事前学習モデルを個別のタスクにて活用すること

が可能となり，Foundation Modelと呼ばれる巨大モデルが

誕生した．自然言語処理モデルにおいて，モデルのパラ

メータ数増加に伴うモデルの表現力向上が示されており，

現段階でも数千億から兆オーダーのパラメータを持つモ

デルが誕生している．OpenAI が開発した言語モデル

GPT-3 は 1750 億のパラメータを持つ 3-33)．発表された当

時の計算機で学習 1回に 460万ドルのコストがかかると

さ，計算コストがモデルパラメータ増加の障壁となって

いるため，計算機の性能向上が期待される．ムーアの法

則が示すように，集積回路は素子数が微細化することで

配置密度が高まることから，指数関数的にサイズ・処理

能力が向上するとされたが，現在ではナノスケールの加

工が必要となるなど高度な製造技術が求められるなど，

単純な演算性能向上の限界が指摘されている．計算手法

の革新的技術として量子コンピュータ 3-34)（QC）が挙げ

られ，特定の問題に対しては従来の計算速度を超えると

されている．先述の IOWN技術と組み合わせることで，

通信・演算を一体として最適化するといった取り組みを

検討されている．主となる計算機の性能向上と通信速度

の向上はエッジコンピューティングやクラウドコンピュ

ーティングの技術進歩を促進すると考えられる． 
現在も進むデジタル化を支え，促進するこれら技術を

概観すると，以下のように整理する． 
 

① センサーの高性能化やロボティクス技術の進歩に

より，より簡便にデータが取得可能となる． 
② データプラットフォームなどにデータが蓄積され

てビッグデータ化し，活用が模索されると同時に

BC や SC を活用してセキュリティの堅牢性が高め

られる． 
③ Beyond 5G の技術によって高速通信が実現し，各種

センサーが取得したデータを即座に計算マシンや

ストレージに送付することが可能となる． 
④ 大規模パラメータを持つ AI により超高精度で汎用

性の高い技術・サービスが出現する． 
⑤ QC のようなさらに高い演算能力を持った計算機が

登場し，またエッジコンピューティング・クラウ

ドコンピューティングの処理速度が向上する． 
 
・フォアキャストした未来 
既存インフラが急激な予想外の進化を果たすことは考

え難い．多くの土木技術者が思い描くように，道路等イ

ンフラに大量の IoT センサーが設置され，当たり前のよ

うにデータ取得・分析・共有が可能になると想定する． 
道路は早期実現が期待される自動運転において非常に

重要な役割を持つと考えられるが，自動運転レベル 5：
完全自動運転が目標とされる現在，レベル 4の条件付き

完全自動運転はおろか，レベル 3の条件付き自動運転が

高速道路などの一部区間において認められた段階にある．

著名なテスラの車両であっても，カメラ・GPS・超音波

センサ等の車載センサーから得られた情報に依存してい

る 3-36)．摩耗した停止線の認識など解決困難なタスクは

多数存在し，自動運転の全てを車載センサーから得られ

た情報のみで解決することは非効率的と言える．また，

テスラ・オートパイロットの認識する対象や車両制御ア

ルゴリズムは明らかでないなど，道路という公共物を利

用する上で，解決すべき市場と規制の課題もある．今後

自動運転を可能とする条件の拡大やレベル向上を加速的

に実現するためには，自動車側の空間認識技術向上だけ

でなく，道路側から自動運転を支援する仕組みや適切な

規制整備が必要と考えられる． 
従来，運転者は走行位置や信号現示，道路標識などを

視覚から取得してきた．視覚から情報を得るということ

はすなわち，道路等インフラ側も情報を視覚的に伝達す

る必要があることを意味し，信号標識等の物理的な設備

を必要とした．道路上に設置された IoT 機器と相互に情

報をやり取りするコネクテッドした自動運転車両のみが

走行を許される未来の道路インフラが想定される時，運
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転者は信号や標識を視覚的には必要としない．すなわち，

3 次元地図情報，位置情報，信号・標識情報などが IoT
機器によって発信される．車両からは他車との車間距離

や自転車・歩行者を検知する．位置情報と紐づけられた

3 次元モデル空間と自車や道路に設置された機器の GPS
情報から自己位置を把握し，各走行車両は相対距離を保

って走行することで，渋滞発生を抑制できる． 
この時，歩行者がスマートフォン等携帯可能な IoT 機

器によって情報を取得することができれば，信号等や標

識を物理的に設置・更新する必要がなくなる．「ネット

ワークに繋がらない権利」を行使する場合や携帯機器の

不調によって情報が得られない場合対策を要するが，対

策費用に見合うか議論すること，あるいはその費用を直

接受益者が負担することが考えられる．この時，DAO
化された地域共同体は迅速かつデータ駆動で議論・判断

することができる．フィジカル空間のインフラ機能を変

更することは困難だが，サイバー空間のインフラは状況

に合わせて容易に機能を変更できる．したがって，交通

規制の新設・統廃合に加え，事故リスクを忌避して導入

が進まないリバーシブルレーン制度などの道路空間の最

適化が促進されると考えられる． 
 
・データ駆動型のインフラ運営 
自動運転というデジタル技術を起点とし，当たり前に

整備されてきた公共空間の在り方を変える．データ取得，

取得データの共有，データの分析，分析結果の活用によ

る付加価値の創造，すなわちインフラの DXが為される．

この潮流は道路など交通分野に留まらず，データが取

得・共有・活用される分野において急速に進むことが予

想される．土木工学はしばしば経験工学であるとされ，

設計基準書や点検要領の指標が経験知に基づいて定めら

れてきた．特に，インフラ維持管理は人が目視で実施す

ることを前提とし，実施頻度や評価指標が定められてき

たが，蓋然性という観点から必ずしも正しいとは言えな

い．センサー等で取得したデータに基づいて判断するデ

ータ駆動型のインフラ維持管理を考える． 
例えば，笹子トンネル天井板落下事故後，橋梁やトン

ネルは 5年に 1度以内の頻度での近接点検が義務付けら

れた 3-37), 3-38)．この頻度に絶対的根拠はなく，また架設後

50年経過した橋梁と新設5年目の橋梁を同じ頻度で点検

するということが起きる．本規制を設定した際，妥当な

期間として設定された基準も，センサーやセンサーデー

タの分析技術の発展に伴い，見直しや弾力的な運用が求

められる．2019年より橋梁点検は近接目視と同等の技術

であれば目視以外の手法の使用が認められている 3-37)．

ただし，人の作業の直接的代替を強いるこれらの基準を

満たすことは現実的でない．例えば，橋梁の健全度評価

には 0.1mm オーダーのひび割れ幅計測が要求される 3-37)．

Segmentation によってひび割れを検知し，ひび割れ幅を

推定するとき，ドローン等による橋梁の近接撮影，膨大

なデータ処理，実距離の測定などのコスト増に直結する

課題が考えられる．加えて，高解像度画像はデータ容量

を圧迫する．データ蓄積・通信・処理技術の発達に伴い，

将来的な解決が期待できるが，発達を促すためには技術

が活用される環境を必要とする． 
従来の目視等人を基準とする制度に対するセンサー等

による代替技術の利点は，従来 1度の点検等でインフラ

の状態を規定するのでなく，継続的に行うことで信頼性

を高められる点にある．ただし，機器の水準によっては

橋梁スクリーニング技術のように，複数回測定による精

度補間を求められる．この時，人による出力と異なり，

機械による出力は確率的で客観的な指標として現れるた

め，結果の評価に曖昧さを許容できなくなる．この点を

理解し，新技術を受容する環境が将来のインフラ運営に

求められる．空飛ぶクルマやドローン物流なども，天候

による運航停止や貨物遺失が考えられ，データ計測・共

有が伴うためデータという形で，従来以上に問題が顕在

化されてしまう．未来社会はこれらを技術のみで解決す

るのではなく，複数の技術組み合わせにより，可能性を

減じる形で実現し，そのリスクをデータという形で可視

化する．データ化されたリスクを使用者が許容できる範

囲で技術・サービスが利用される．例えば，鉄道改札は

切符という鉄道サービスを利用する権利を管理する上で

必要とされたが，6G 通信技術と画像認識技術等の個人

特定技術，BC 技術を活用する個人を紐づけない暗号化

等情報処理技術によって個人の移動が特定されれば，切

符を購入する・入鋏することは完全に不要となる．この

時，改札に物理的なゲートを設置する必要がなくなる．

誤認識等が考えられるが，そのリスクと利便性を比較し

て技術は活用される． 
所有の概念も，既にサブスクリプションやシェアリン

グエコノミーの出現により変化が始まっているが，技術

進歩によって拡大が進むと考えられる．アプリが充実し，

短い時間でも自動運転車を簡単に利用することが誰でも

可能になり，タクシーやマイカーという概念がなくなる

とも考えられる．この時，同時に駐車場活用も進むと予

想できる．車両位置が把握され，全体最適化されるため

駐車場附置率の緩和や既設駐車場の商用開放や短時間開

放が可能となる．この時，TRAVIC3-39)などの認識技術や

電子杭のように自己位置を示す機器が個々の車両位置を

データ上と一致させる，すなわちデジタルツインさせる

ために必要となり，位置データを補完する．所有概念の

変化は住居にも表れると考えられる．COVID-19 により

テレワークが一般化し，地方に半移住・ワーケーション

する利点が高まった．シェアリングエコノミーやデリバ

リーの発達で家具や私物が減少し，都心の狭小物件が評
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価されるなどしている 3-40)．上記の現況は技術進歩によ

って最適化され，複合的なサービスが生まれていく．例

えば，現在問題となっている空き家・遊休地などが多数

存在するが，取引が安全性を担保しつつデジタル化され

ることで，所有者不明になることを防ぎながら共有・付

加価値化する機会を増加させる． 
これら所有概念の変化，伴われる技術の進歩はインフ

ラについても生じうる．土木技術者が携わる企画・調

査・計画・設計・施工・維持管理の各フローが完全に自

動化される．土木技術者減少は減少数を補う機械化・効

率化が達成される．現代で人が時間をかけて検討してい

るものの多くが自動化されるため，土木技術者に求めら

れる技術的素養も変わる．機械化・自動化されることは

データによって全て判断されることを意味するため，デ

ータサイエンスの素養が不可欠になる．工学的素養は体

系化されている知識が多く，AI による代替は容易な点

が挙げられる．経験工学的な知識はデータ化と蓄積に伴

って AI に学習される．この時，得られたデータは利用

する住民やステークホルダーによる DAO に共有され，

さまざまな意志決定に活用できる．劣化を示すデータと

運用状況を示すデータを基に B/Cは常に最適化されるよ

う計算され，劣化・需要予測から将来の見通しを基に修

繕や拡幅，廃棄の意志決定が DAO で決定される．この

概念は図 3-1に示す模式図によって表現される． 
デジタル民主主義が前提とされるような社会において，

従来の政府・自治体を通した国民・住民の所有管理では

なく，DAO を通して直接所有・管理する形になる．

DAO で提案された業務に対し，技術者は海外の技術者

であっても BCを通して信頼性が保証され，AIが翻訳・

整理した要求仕様に従い，VR 技術を活用して現地に向

かうことなく設計を行い，ロボットやドローンにより得

られたデータを基にロボットにより自動施工され，設置

されたセンサーを基に管理され，場合によってはロボッ

ト等で修繕される．センサーを管理するロボットや AI
が出現し，人はこれらを監督し，得られたデータからよ

り高度な知見を得る，あるいは付加価値を生み出すこと

が求められる．生み出された知見や付加価値を AI と
DAO で価値換算し，トークンで報酬が支払われる．そ

のため，現在の土木技術者はロボットエンジニア・デー

タサイエンティストという職種に入れ替わることが想像

できる．この時，インフラは本来果たすべき役割に加え，

自らの状態についてデータを示し，機能を拡張して価値

を高め，管理・修繕費用を捻出することさえ求められる．

そして維持管理者ないし社会に対し，成長した自らに適

した合理的組織，合理的対応を要求する． 
 

 
図 3-1 未来のインフラの意思決定サイクル 

 
・成長するインフラ 

DXed（DX された）社会における合理的判断は詳細な

データと，そこから得られた分析結果を基に下される．

必要なデータを見極めて集め，分析技術を十分精緻化す

ることが求められるが，その実現に大量のデータと試行

が必要となる．すなわち，データ化領域を拡大し，デー

タの利用法を拡張することでしか，十分必要なデータと

対応する分析技術を「成長させる」ことができない．現

段階で保有するデータは，他者がより高い解像度で大量

に保有した段階で陳腐化する．そのため，常にデータを

増やし，その利用法を研ぎ澄まし続ける以外には，

DXed な社会では付加価値を生み出すことが困難になる．

データの質・量と分析技術の進歩と共に，インフラはデ

ジタル空間で解像度が高くなる．デジタル空間のインフ

ラ，すなわちインフラのデジタルツインを活用すること

が付加価値を生み出すため，データをオープンにしてデ

ジタルツインを構築する戦略であっても，デジタルツイ

ンを活用可能であれば十分有効となる．AI の進歩によ

り，分析手法・利用法の探索も自動化すれば，インフラ

の「成長」も一部自動化する．このように，DX を通し

てインフラを「成長させ続ける」，そして自動で「成長

する」インフラにすることが，未来において求められる． 
 
・非連続的未来からのバックキャストしたインフラ 
ドラえもんにおいて提示された未来のように，非連続

的な想像によって示され，のちに実現される未来がある．

非連続的に想像された未来からバックキャストすること

で，過去から現在の変化を未来に外挿しただけでは想定

しえない 2050 年への過程を考える．非連続的未来であ

っても，前提には Singularity がある．本概念は The singu-
larity is near3-41)にて提唱され，人間が技術の力によって生

物学的な限界を超越する「特異点」を意味する．すなわ

ち，AI が人類の知能を超える転換点，さまざまな自律

的思考を可能とする汎用AIの出現を意味する． 
この時，人はデジタル空間に対し，NTTの IWON構想

で定義されたナチュラル：人間がストレスを感じること
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なく自然に享受できる心地良い状態や，Pixy Dust Technol-
ogies の落合が示すデジタルネイチャー3-42)：人・モノ・

自然・計算機・データが接続され脱構造化された新しい

自然が実現していると仮定する．例えば，人は電子機器

を体に装着し，感覚器官を拡張することに忌避感がなく

なってきていると考えられる．神経系を拡張し，事故な

どで周囲が遅延して動くように感じるタキサイキア現象

を誘発することで体感時間を拡張し，実時間で 1秒間を

1 時間などと拡張する．この間，VR 技術を活用するこ

とで，1 秒間で 1 時間のコンテンツを体験することがで

き，1日 24時間の軛から解放される． 
高速通信・高速演算技術により，時間拡張中の使用者

同士を接続し，体験を共有する．娯楽は時間拡張中に体

験できれば，労働時間以外・休暇は休息が目的となり，

すなわち現代のアスリートのような生活となる．労働時

間の拡張も可能であるが，AI により単純な作業は既に

代替されているため，労働は付加価値を高める複雑な思

考を必要とすることから，時間拡張中に行うことは不向

きで，あまり用いられない．さらに休息を効率化するよ

うな技術やサービスが出現する．例えば，睡眠管理や神

経系のケアを可能とする機器が誕生し，すぐに入眠し，

最適な睡眠時間で起床できるよう睡眠を高品質化する．

同時に神経系をケアする電気信号やアロマのような物質

を直接投与ないし散布する．極小化された娯楽の時間を

除き，労働時間外はこのような休息に専念することで生

活する． 
AI による生活の最適化が行われており，現在 2023 年

世界が AIを使える人間が有利になる AI社会とするなら，

AI を使いこなせる AI 社会に既に通過していると想定す

る．そのため，AI を活用し，仮想的にさまざまなアイ

ディアをシミュレーションすることが，画像やイラスト

を生成するように可能となると，アイディアを数多く発

想することができる人間が有利になるアイディア化社会

が既に到来していると考える．こののち，より優れたア

イディアを思いついたことが評価されるアイディア社会

が到来すると考えられる．この時，アイディアを生み出

すことは体力や集中力が必要であるため，一般的に若年

であるほど有利とされることから，若い間に優れたアイ

ディアを発案して十分な収入を得た後，第二の人生を送

るなど，この点もプロアスリートのような生活スタイル

になる．安宅 3-43)が述べるように AIを使いこなすことは

読み書きそろばんと同様と考えられ，30 年後を生きる

者にとって最低限のリテラシーとなる． 
このような社会において，実時間は極めて貴重な時間

になりうる．移動時間は，それ自体に付加価値がない限

り消滅する．すなわち，不要な交通インフラとは付加価

値のない，ストーリーのないインフラと言える．あえて

実時間を使って通過した橋梁，道路，トンネルは体験者

固有のストーリーとなり，付加価値を持つ．交通インフ

ラは発展した AI やロボットにより極めて安価に管理さ

れるため，現代のわれわれにとっては小さな付加価値を

も担保することができる．このような体験は他者の時間

拡張中に体験されることで，より価値が高まる．再体験

が価値を高めるため，一時的に架橋する・道路を作り出

すような技術は持続的でない点を考慮し，あまり用いら

れない．あえて断絶した空間を作るために空飛ぶ車やド

ローンタクシーが利用されるが，道路を移動する体験に

紐づく付加価値がある限り，地上交通がなくなることは

ない．この時，デジタル化が進むことでアナログな現実

の価値が最大化されたと言える． 
防災インフラと生活インフラは堅牢性・冗長性が最大

限優先される．AI やロボットにより管理コストは極小

化しているため，それら管理機能を守るためにも堅牢

性・冗長性が求められる．景観を変化させるような防災

インフラについては，ヴェネツィアのMOSE3-44)のように

変形機構を持つようになり，必要に応じて使用されるよ

うになる．生活インフラは電気・水道・ガスなどが小グ

リッド化し，冗長性を増す．小規模化が進んで住環境を

問わず居住・労働可能なため，生活インフラ，特に水の

供給容量が大きい地方への移住が促進する．都市に集積

する利点が極めて小さくなり，都市機能の分散化が進む．

実時間を豊かにする自然やレジャー施設が空き地に建て

られ，郊外と都市は雑多な混在領域で繋がれる．デジタ

ル空間では漫画・アニメなど非現実的な世界の再現にも

価値が現れる一方で，現実世界のストーリー再現に価値

が生じる． 
 
・土木技術者のこれから 
フォアキャストした未来への道程とバックキャストし

た未来からの逆算を整理したが，共通点は社会を支える

インフラは人が身体を放棄する以外には絶対必要なもの

と考えられるが，その発展と維持を支えるのはデータに

基づき，AI やロボットを活用して管理できる技術にな

るという点にある．これら技術は一朝一夕に確立されな

いが，デジタル技術とロボット工学に基づくもので，土

木技術は必要条件でしかなく，非協力的であると殊更に

淘汰されかねない．すなわち，データサイエンティスト

やロボットエンジニアを超える速度で自らの領域を変革

しなくてはならない．この時，土木技術者も「成長する

インフラ」の一部になる．20~30 年後の土木分野を生み

出す技術は今から取り組まなくてはならず，その技術を

支えるのはデータと計測・収集・分析・活用するデジタ

ル技術である．未来からバックキャストした我々の使命

は，すべてをデータ化すること，デジタル技術を指向し

改良すること，分析によって得られた知見を活用する先

を探し続けることになる．この試行をサイクルし続ける
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ことで得られる知見を整理し，土木分野・組織のニュー

ロンに人材という形で格納し，成長し続けることが求め

られる．すなわち，同時に技術者の変革・成長が求めら

れる．この過程を経て，Singularity の実現した世界にお

いても，AI には代替不可能な知恵を持った「土木技術

者」が存在する社会があることを期待する． 
 
 

第 4章 おわりに 

 道路や橋梁，ダムや堤防などのインフラ性能が高まる

とともに人類社会は発展してきた．より多くの人々が受

益者となるように計画し，B/C の良いインフラを建設す

ることで，長期間そのインフラから便益を享受できた．

現在，多様な価値観を持ち，目まぐるしく変化し，その

対応を求める高速化する社会は，未来においてさらに

VUCAが激しくなる．この時，従来のインフラ建設・管

理は本来果たすべき役割に加え，自らの状態についてデ

ータを示し，価値を高め，管理・修繕費用を捻出するこ

とさえ求められる．データを収集(Digitization)し，分析(, 
Digitalization)し，活用(Digital transformation)するエコシステ

ムを構築するには，まずデータを集める意義を共有し，

例外なくすべてをデータ化すること，そのデータを分析

活用可能とするデジタルツインな手段について試行し続

けること，データと分析を社会で共有し，イノベーショ

ンによって活用先を作り出し続けることが求められる． 
このサイクルは従来の土木技術のみならず，他分野と

の共同によって高速化すると考えられる．データと共に

成長するインフラは未来社会において，土木技術者とデ

ータサイエンティストの垣根を越えてCPS上で管理され

る．この時，より多くのデータを処理し，付加価値を高

めるプレイヤーは，デジタルツインを構築活用するサイ

クルに習熟する組織であり，個々に優れた技術者が目的

の応じて機動的に働くことのできる組織である．この習

熟度と組織風土は，適用できない組織を「多様でない組

織」と判断することを可能とし，高速化する社会の変化

速度を超える速度での変革を現在の組織に要求する．土

木技術者の経験はデータによって置き換わり，唯一性は

消失する．しかし，より多くの人々が受益者となるよう

に計画し，経済的な意味だけでない B/Cの良いインフラ

を建設して社会に貢献する意志と組織力は未来社会にお

いても求められうる．DX の 3 ステップである，

Digitization，Digitalization， Digital transformation を進めるこ

とは，この未来社会においても現在の土木技術者たちが

活躍するために，また非土木技術者の参画を促してイノ

ベーションを引き起こすために必要となる． 
 本白書では「成長するインフラ」というテーマで編集

を行った．各章を通し，成長するインフラとはインフラ

のデジタルツインと定義し，はじめにで前提となる各国

の法規制動向，第 1章では直近のデータ化・デジタル技

術について整理した．そのうえで，第 2 章では 10 年後

の未来を見据えた技術開発を整理し，規制整備の必要性

について論じた．第 3章では前述の情報とさまざまな組

織の長期ビジョンからフォアキャストした未来を整理し，

同時に Singularity を前提とした非連続的未来を想像して

バックキャストを行った． 
各章を共通して得られた知見は，「あらゆるデータを

増やし，あらゆるデータを分析し，活用する先を探し続

ける」ことに他ならなかった．デジタル技術を高度化す

ること，その技術を使いこなす人材や知見を組織に備え

ることは至極当然の手段であるが，これを怠惰な欲求に

抗って加速し続けることは容易でない．至極当然な正論

を実行し続けるには，極めて強いリーダーシップと不断

の努力を肯定する組織が必要になる．本白書を参考に未

来の「成長するインフラ」について想像し，それに向か

って読者がそれぞれの立場での躍進が期待される． 
本稿の記載は2023年4月段階を想定しており，本稿の

情報は執筆段階でも陳腐化し続けている．我が国と我が

国の土木分野は現段階において，未だ国際的国内的な潮

流に完全には遅れておらず，デジタル化によって既存資

源を最大化し，社会の信頼を高められる機会を保持して

いる．本稿記載が全て陳腐化する前に，本稿を参考にし

かるべき事業・組織・規制の変革が果たされ，新たなイ

ノベーションにより，高速化する社会における成長する

インフラが持続可能な形で実現することを期待する． 
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This white paper attempts to revise the conventional theory of infrastructure in the field of civil engi-
neering. By rethinking the current technological innovations, the next generation's view of infrastructure 
are verified and the technologies and visions required in the future are introduced. Civil engineering infra-
structure professionals, as well as managers and engineers who are considering paticipation in the field of 
civil engineering infrastructure with cutting-edge technologies are target of readers. This contributes to the 
realization of a well-being society by presenting the level of technology currently applied to infrastructure, 
the social issues to be addressed by the application, and the vision that society should achieve in the future. 


